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２．１  シナリオ調査の実施体制 
 











図表 2-1 シナリオ調査分科会委員名簿（平成 17 年 3 月現在） 
 氏名 所属・役職 
主査 原島文雄 東京電機大学 学長 
副主査 井上悳太 (株)コンポン研究所 顧問 
委員 大西公平 慶應義塾大学理工学部システムデザイン学科教授 
委員 桜井照夫 フェムト秒テクノロジー研究機構 常務理事・研究所長 
委員 品川萬里 (株)ＮＴＴデータ 代表取締役副社長 
委員 谷江和雄 (独)産業技術総合技術研究所 評価部 首席評価役 
委員 坪井賢一 (株)ダイヤモンド社 取締役 ビジネス情報事業局長 













図表 2-2  平成 15 年度シナリオ調査分科会の開催状況と議事 
 開催日 議事 
第１回 平成 15 年 11 月 19 日 ・シナリオ調査の進め方について 
・パイロット調査の作成者選考方法について 
第２回 平成 15 年 12 月 17 日 ・発展シナリオ作成仕様書について 
・パイロット調査の実施について 
第３回 平成 16 年 1 月 27 日 ・発展シナリオ作成者の選抜方法について 
・発展シナリオテーマの決定方法について 




図表 2-3  平成 16 年度シナリオ調査分科会の開催状況と議事 
 開催日 議事 
第５回 平成 16 年 4 月 21 日 ・発展シナリオ（第１次）テーマ選定 
・発展シナリオ作者の選出方法について 
第６回 平成 16 年 6 月 25 日 ・発展シナリオ作者（第１次）選挙について 
・発展シナリオ（第２次）テーマについて 
第７回 平成 16 年 8 月 4 日 ・発展シナリオ（第２次）テーマ検討 
・発展シナリオ作者（第１次）選出の中間報告 
第８回 平成 16 年 8 月 20 日 ・発展シナリオ作者（第１次）の選出 
・発展シナリオ（第２次）テーマ選定 
第９回 平成 16 年 11 月 1 日 ・発展シナリオ作者（第２次）の選出 
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第２次シナリオテーマ















































○ シナリオ調査の対象とするタイムレンジに関しては、分野により違いはあるが、おおよそ今後 30 年程






 本調査では、今後 10～30 年程度を見通した場合に、社会・経済的な貢献が大きい科学技術領域、革
新的な知識を生み出す可能性を持つ領域などを、50 程度抽出して、個々に発展シナリオを描くこととした。























































































































＊  発展シナリオ作成の趣旨（定義等を含む） 
＊  作成にあたっての意識 
＊  作成要領 






  特に、作成要領では、以下のように構成や各割合をかなり明確に提示している。 
＊  分量は、A4 で５～１０枚程度（5000～7000 字程度）を目安。 
＊  ３部構成       ① 現状分析（全体の 1/5 程度） 
② 発展シナリオ（3/5 程度） 
③ 日本の採るべきアクション（1/5 程度） 
















































































図表 2-9 パイロットシナリオ作成の概要と検討内容 



























十分（書くための視点を強調する）      等 
                           （パイロットシナリオのテーマについては、参考資料 1 を参照） 
 15 
 ２．３．２  発展シナリオ仕様書 
  パイロットランの結果、出来上がった発展シナリオを図表 2-10 に示す。これを、シナリオ執筆を受諾さ
れた方々に提示して、シナリオ執筆を依頼した。 
 






























































○ 原則として、A4 サイズ５～１０枚程度を目安として下さい（5000～7000 字程度）。 
○ 文章は「である調」とし、句読点は「、」、「。」とします。 

















２、今後 10～30 年程度の発展シナリオ 







































































  内容に関して 










































   財団法人 未来工学研究所 担当：佐脇政孝 
〒135-8473 東京都江東区深川２－６－１１ 
Tel 03-5245-1015（代表） 03-5245-1064（直通） Fax 03-5245-1061 

































































ａ．発展シナリオテーマを検討するためのデータソース  (図表 2-11） 
 ① 「デルファイ調査」の各分科会で検討された注目技術領域（約 130）およびキーワードの中間結果を、
図表 2-13 のような軸を設定して考慮対象とした。 
 ② 「急速に発展しつつある科学技術領域調査」の中間結果でまとめられた、論文データベースによる
51 の発展領域を考慮対象とした。 

































ｂ．発展シナリオテーマの決定手順 (図表 2-12） 
（第１次選定） 
  ①  a.の①、②のデータを事務局で整理 
  ② 発展シナリオ検討方針を分科会（第４回分科会）で討議 
  ③ ①を基にして、各委員が第１次テーマ案を検討し提案する 
  ④ ③を事務局で整理し、各委員にテーマリストを提示 
  ⑤ シナリオ調査分科会（第５回分科会）において、第１次テーマを選定（29 テーマ） 
（第２次選定） 
  ⑥ 第１次テーマを踏まえて、各委員が第２次テーマ案を検討し提案する 
  ⑦ 他分科会および行政部局へ第１次テーマを示した上で第２次テーマ提案を募集（a.の③に相当） 
  ⑧ ⑥と⑦を事務局で整理し、各委員にテーマリストを提示 
























































図表 2-13  発展シナリオテーマ検討のための資料の例 （デルファイ調査の注目科学技術領域をマップ化したもの）
 















































































































































 安心・安全の確立  効率向上  知的好奇心・文化 
  24 
２．４．３ 発展シナリオテーマの提示方法 




図表 2-14 シナリオテーマの提示例 
発展シナリオテーマ 関連するキーワード 




























































































































































































図表 2-17 シナリオテーマと推薦候補の記入例 
発展シナリオテーマ（Ｎｏ.） 関連するキーワード 










 ○山△造 ××大学 ◇◇学部 
推薦する候補者名 ◇坂○子 □□□株式会社 
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図表 2-18 発展シナリオテーマに対する投票用紙のイメージ 
 
発展シナリオテーマ（Ｎｏ.） 関連するキーワード 















 氏名 所属 
１． ○山 ○男 京都大学 医学部 
２． □田 正□ 東北大学 未来科学技術共同研究センター 
３． 大△ △哉 （独）産業技術総合研究所 人間福祉医工学研究部門 































・３位以下で得票数が同数の候補者が複数以上ある場合の依頼順序    など 
 
 










 ２．４に示した検討を経て、図表 3-1 に示す計 48 の発展シナリオテーマが選定された。作業分類
上、「科学技術の一般的課題」、「基礎科学」、「産業・社会」などといったシナリオ調査独自のテー
マ領域を設定したが、この領域はシナリオライターには提示されない。また、書かれたシナリオの分
析への影響も少ない。なお、各テーマは、図表 2-14 の形式になっている（参考資料５を参照）。 
 
図表 3-1 発展シナリオテーマ一覧 







































番号 テーマ領域 シナリオタイトル 















































関連する学会など 524 団体に、第２次テーマ（19 テーマ）では 242 団体に推薦を依頼した。その結
果、第１次テーマでは 105 団体から回答があり、391 名（重複者を除く）が推薦され、第２次テーマ
では 78 団体から回答があり、計 211 名が推薦された。なお、推薦された候補名に関しては、プライ
バシーの問題を含むため公表しない。 
 
図表 3-2 シナリオライター候補の推薦 





第１次テーマ（29 テーマ） 平成 16 年 6 月 ２５４ １０５ ３９１名 


















第１次テーマ（29 テーマ） 平成 16 年 7～8 月 ５０１
団体
１８０ ７０１ ３．８９ 
第２次テーマ（19 テーマ） 平成 16 年 10～11 月 ４７２
団体

















図表 3-4 最終的な発展シナリオの提出者 
（ライター名は五十音順（敬称略）、 所属は平成 17 年３月現在のもの） 
番
号 




















































京都大学大学院 薬学研究科 教授 











九州大学 医学研究院先端医療医学部門 教授 












（独）理化学研究所 脳科学総合研究センター センター長 





領域 シナリオタイトル シナリオライター 所属 




電気通信大学 電気通信学部システム工学科 教授 
大阪大学大学院 医学系研究科 情報伝達医学専攻 
１３ 疾病構造の変化と医療 岩本愛吉 
長谷川敏彦 
東京大学医科学研究所 先端医療研究センター センター長 






京都大学大学院 農学研究科 食品生物科学専攻 教授 
１５ 
 






東京大学大学院 情報理工学系研究科 教授 
１７ 超大容量情報処理デバイ
ス 





法政大学 工学部情報電気電子工学科 教授 
（独）情報通信研究機構 情報通信部門 部門長 
１９ 超高速大容量ネットワーク 井上友二 日本電信電話（株） 取締役 第三部門部門長 
２０ 生活支援ロボティクス 小菅一弘 
萩田紀博 












東京大学 空間情報科学研究センター 教授 





東京大学大学院 総合文化研究科 広域システム科学系 教授
（株）ＮＴＴデータ 技術開発本部 
２４ 情報技術による生物模倣 大森隆司 
川人光男 
北海道大学 大学院情報科学研究科 複合情報学専攻 教授 
（株）国際電気通信基礎技術研究所 脳情報研究所 所長 












東京大学大学院 情報学環 教授 
（株）東芝研究開発センター ﾋｭｰﾏﾝｾﾝﾄﾘｯｸﾗﾎﾞﾗﾄﾘｰ 研究主幹
２７ 低エミッション都市 安井 至 国際連合大学 副学長 




















東京大学大学院 工学系研究科 物理工学専攻 教授 

















領域 シナリオタイトル シナリオライター 所属 



















一橋大学 イノベーション研究センター 教授 











３８ 地球深部探査 大久保修平 
平 朝彦 





ア 衛星技術 住 明正 
畚野信義 
東京大学 気候システム研究センター 教授 
（株）国際電気通信基礎技術研究所 社長 




４１ 災害後の復旧 河田恵昭 
藤原広行 
京都大学 防災研究所 巨大災害研究センター長 教授 













早稲田大学 理工学部 機械工学科 教授 
４３ 金融におけるリスク管理 今野 浩 
 
中央大学 理工学部 経営システム工学科 教授 
 
４４ 経済変動の予測技術 高安秀樹 
西村和雄 
ソニーコンピュータサイエンス研究所 シニアリサーチャー 
京都大学 経済研究所 複雑系経済研究センター 教授 
４５ 少子社会における「次世
代」の心身健全育成 
別所文雄 杏林大学 医学部 教授 
４６ 情報投資による効率向上 青木利晴 
平野雅章 
（株）ＮＴＴデータ 取締役相談役 

















関西学院大学 理工学部 情報科学科 教授 

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































J-node Server & Portal






















































































































































































































































































































































































































































































































































「 情報通信環境 」 など
 
量子情報技術の展開 

















































































































＊ 地球環境観測への戦略 ・・・ 環境安全保障
＊ アジア大気汚染衛星 ・・・ 環境版「ひまわり」映像を毎日提供















































































































































































 環境観測 環境 エネルギー・技術 社会 
2005 ・グローバル ・受身の保護 ・石油消費 
・集中型エネルギー 
 





































































































（１） 高度インテリジェント化 物理的試料調整の全自動化 化学的処理の全自動化
（２） プローブとしての試薬開発 すでに日本は優位 → 優位性を維持
（３） パーソナルモニタリング 物理量モニタリング 生理状態モニタリング
（４） 複合CT技術 複合情報評価完了 複合CTのプロトタイプ








































































































































































「 情報投資による効率向上 」 など
競争力を長期にわたって保持するために、
その「進化と社会」の関係について注目すべき分野














 新木疥恭 （ ）氏



























































































RM 的 LCC 算定






























































































  先進国での過剰基調・生産調整  食料在庫減少  世界人口の増加                        国際食料価格高騰  
  一部途上国での飢餓      ↓         価格上昇気味     +           大幅な穀物需要増     生産国での食料禁輸  
国際食料市場   国際価格上昇     ながらも  途上国の所得増         ↓                    ↓  
   食料需給に変調の兆し      ↓         世界食料需給       ↓          世界食料需給の破綻   食料確保で国際紛争  
    └→米･ＥＵで生産調整の廃止･緩和  生産調整解除     は均衡  畜産物消費増                          一部国地域でパニック  
                         WTOの下  引 担い手喪失  依然として農業の担い手不足  
  農業の担い手喪失        農産物の  続 放棄地増加  食料輸入増加     拡大するFTA→東･東南アジアから農業労働力受け入れ  
国内食料供給     耕作放棄地の増加      市場開放  き  米消費減少    自給率低下            成長する農業生産法人が雇用←┘  
  ４割強の             極めて低い     米生産調整は依然継続  依然として農地の“分散錯圃”が解消されず、放棄地解消ならず  
   水稲の生産調整      食料自給率  農業生産法人の生産シェア拡大  耕作放棄農地の復元で巨額の財政支出  
    国内農業の回復が見通せないまま、  
  世界的な食料供給過剰基調の下での  食料国際価格は上昇するが  また、外交手段を駆使して輸入先を躍起に探し求めるが、  
国内食料需給      大量の食料輸入に支えられた     潤沢な外貨蓄積を使って      「食料安定供給」の展望が明らかにならず  
          底の浅い「食料安定供給」  やはり輸入依存の  戦後の食料難時代を彷彿させるような事態が出現する可能性  
    やや不安な「食料安定供給」  他方、強制的な供出も課せられず、食料の均等配分もままならず  
  第１世代遺伝子組換え作物の実用化    第２世代遺伝子組換え作物の実用化    農業生産工程でロボットの利用  
    └→ただし安全性で消費者反発    照射含め､輸送･貯蔵技術の発展      地球環境の悪化に伴う農業生産条件変化への対応技術  
科学技術展望  有機･環境保全型農業の萌芽    環境保全型農業への注目拡大       資源循環型｢農業｣の論理、資源浪費型｢工業｣を超克  
  自動制御型施設園芸の実用化    自動制御型施設園芸の定着         多単収で連作可能な水田稲作の再評価  



















































































＊ 災害のシミュレーション ： 被害想定と復旧対策の順位付け
＊ 行動に結びつけるための災害教育
＊ 災害を想定した科学技術の導入





















　 　 　 　 　 　 　 　 　　
ゼロ エ ミッ ショ ン ・






































































































































































































































































































































































かを示唆することができる。重ね合わせた図を図表 3-7 に示す。 
 
（２）デルファイ調査における領域（デルファイ領域）との関連 
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つ、第 1 次および第 2 次の 2 回に分けて行なった。ここで、50 という数字には特に大きな意味は無
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科学技術進化モデルの再構築 
 
（独）情報通信研究機構 理事長 長尾真 
１．現状認識 
（１）科学技術の発展段階 
科学技術の発展は 2 段階に分けられるだろう。その第 1 段階は、対象や現象の観察と分析による規
則性（法則）発見の過程であり、これは科学と呼ばれている領域である。第 2 段階は、第 1 段階で明ら
かとなった規則を用いて新しいものを創造・生成する過程であり、技術と呼ばれている領域である。応
用研究と呼ばれるものは、多くこの段階のものである。第 1 段階が完成しなくても、その途中で得られ
た成果を用いて第 2 段階に入るのが通常であり、第 1 段階と第 2 段階には重なりが存在する。 
たとえば古典力学はニュートンに始まり、19 世紀にはその応用として種々の機械が作られるようにな








今日最も関心の高まっているのは生命科学である。20 世紀前半に DNA が遺伝を担う物質であるこ
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科学技術進化モデルの再構築 
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学協会の意味と活動のあり方 
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数学の研究発展と数学教育 
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数学の研究発展と数学教育 
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 ただ間違いなく言えるのは、ある分野の看板問題と言えるような問題の解決によって、時にはその分野
への興味が失われることがよく起こる。例えば、数学の基礎とも言われる集合論の連続体仮説は、ヒルベ


























































































































































































































































































する融合的研究を進めている。経営学分野からの参加もある。Duke大学では、Institute for Genome 
Science and Policyを医学、工学分野を中心に設立し、そのための新しい研究棟を2004年秋に完成させ
た。自然科学系のみならず人文社会科学分野も参画し、いわゆるELSI（Ethical, Legal, and Social Issues、
後述）の研究も実施している。 

































































Committee for Science and Technology Policy in the Netherlands, AWT）は2003年秋に、バイオ研究など
の発展に注目し、マルチ・ディシプリンの研究活動の必要性を訴えた（AWT,2003）。欧州委員会の科学






















































































































































































のナノテク研究においては、その促進法（21st Century Nanotechnology Research and Development Act）
において、一定の資源を投入して、public input and outreachを行うことを定めている。このような活動は、
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Advisory Committee for Science and Technology Policy in the Netherlands (AWT), "1+1 > 2. Promoting 
Multidisciplinary Research," 2003. 
European Union Research Advisory Board (EURAB), "Interdisciplinary in Research," 2004. 
National Academy of Science (NAS), "Facilitating Interdisciplinary Research," 2004. 
NIH, Roadmap, 2003. 
NSTC, Science for 21st Century, July 2004 
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基礎科学の位置付け 
 














































































組みの検討が EU から OECD に持ち込まれ、試行調査が行われている。 
 
２）RTD 






 RC 制度は欧州各国にもひろげられ、科学者共同体（science community：SC）がその運営に深くかかわ
ると共に、RC は自立性を強め、ディシプリン型の研究に集中することとなり、結果として戦後の欧州が経
験したように、科学と産業の乖離が進み、強大な SC が形成される一方で産業競争力の弱体化が進行し





 この過程で、欧州では R&D の概念を再整理し、リニアー・モデルの前段（ディシプリン型研究）と後段（ミ
ッション型研究）とを概念的に分割し、前者を科学技術的価値の形成に限定した「研究・技術開発」





















































































































 研究科規模の科学技術関連政策研究大学院（Science Policy Research Unit：SPRU）がサセックス大学
に設置されたのは 1967 年であり、英国ではその後マンチェスター大学等にも順次設置された。行政機構
内部に籍を持つ専門家が政策運営の中心に当たる「UK モデル」の背景を成している。米国ではほぼ同
時期にハーバード大学の JFK 行政大学院が開設され、1976 年に科学技術と公共政策プログラムが独立
した。また、ワシントン DC の GWU やサンタモニカの RAND 行政大学院等にも 70 年代に入って科学技
術政策関連分野のプログラムが開設され、一気にこの分野の高等教育機関が充実した。 
 一方、科学技術関連学位保持者のキャリアパス転換のためのフェローシップ研修プログラムも米国では
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分析機関や外部シンクタンク等においてプロフェッショナルとして活動の質を高めてきた。 
 米国では 97 年からアカデミーがこの分野の若手研究者の養成を意図したフェローシップ研修プログラ
ムを開設した。このプログラムは科学技術関係大学院在籍者に対する政策研究副専攻として位置付けら
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宇宙科学 
 
































にいたる意欲的成果、今後の壮大な宇宙重力波望遠鏡 LISA 計画などが端的に示すように、NASA と
の協力を進めつつも、独自の長期方針を着々と進めている。今後、ＥＳＡの存在はますます重要なもの
となろう。 
































４） 本 「シナリオ」 について 
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（２） 宇宙科学とスペースからの宇宙観測 
１） 宇宙科学の定義 























































・ Ｘ線天文学 （地上からは観測不可能） 
「はくちょう」～「ぎんが」、「あすか」から「Astro-E2」への宇宙 X 線観測 
「ひのとり」、「ようこう」から「Solar-B」への太陽 X 線・可視光観測 
・ 赤外線天文学 （地上から観測し難い長波長が中心） 
「SFU-IRTS(口径 15cm)」から「Astro-Ｆ(口径７０ｃｍ)」への発展 
・ 超長基線干渉（VLBI）技術を用いた電波天文学 （スペース VLBI） 
「ＶＳＯＰ＝はるか（cm 波）」から「VSOP2(ミリ波)」への発展 
である。（下線はＭＶによる宇宙観測ミッションで、「はるか」は打ち上げ済み（1997 年）。「Astro-E」でのＭ
















十分かみ合った計画作りが重要である。   




















米国では、スペースは NASA、地上からの天文学は国立電波天文台 NRAO と国立光学天文台 NAO の
ほか、GEMINI、KECK、SMA、BIMA、など多様な大学連合の天文台が競い合っている。これが宇宙研究
をリードするアメリカの活気の源泉である。 





































































 しかし 21 世紀初頭の現在、物質の十倍もある正体不明のダークマターばかりでなく、さらにその二倍以
上あるらしいダークエネルギーの存在も示唆されている。ダークエネルギーに関しては地上望遠鏡による
遠方銀河の観測に加え、ＮＡＳＡのＷＭＡＰ衛星（2001年打ち上げ）による宇宙背景電波の詳しい観測が




























































② 将来展望１： 太陽系外惑星と生命 





















が、地球型の小さな惑星には、精度がまだ桁違いに足りない。   
当面有望なのは、惑星が主星(太陽)の前を横切るときに主星の光度がわずかに減少するのを観測
するトランジット法である。この観測は地上からよりも安定したスペースが有利で、ＥＳＡが 2006 年に打
ち上げる口径 30cm 可視光望遠鏡Ｃｏｒｏｔ、ＮＡＳＡが 2007 年打ち上げを目指す口径１ｍ可視光望遠
鏡 Kepler はいずれも、多数の太陽系外惑星とともに、地球型惑星の存在確認をもめざす。地球型惑
星の存在(影だけだが)は、2010 年頃までには確認される可能性が高い。 



































③ 将来展望２： 太陽系内の生命探査 
太陽系内の惑星、特に火星の探査から、ごく原始的ながら生命ないしその痕跡が見つかるかもしれな
いとの期待は、フィフティ・フィフティといえるくらいに高まっている。 

































































Astro-E2 (MV)        　　　　　2005
「あすか」を受け継ぐX線観測衛星
Astro-E2 (MV)        　　　　　2005
「あすか」を受け継ぐX線観測衛星
Astro-F (MV)                     2005
70m冷却赤外線望遠鏡。全天探査、惑星の形成
Astro-F (MV)                     2005
70m冷却赤外線望遠鏡。全天探査、惑星の形成
Solar-B (MV)                     2006
可視光太陽望遠鏡（50cm)。太陽面爆発を解明











































































































































































































ハッブル・スペース・テレスコープ（HST）： 1990 年打ち上げ、2010 年頃廃棄予定。 
フューズ（Far-Ultraviolet Spectroscopic Explorer）： 1999 年打ち上げ、運用中。 
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ケプラー（Kepler）： 2007 年打ち上げ予定の口径１ｍ可視光望遠鏡。 
SIM（Space Interferometry Mission）： 2010 年打ち上げ予定。 
JWST（James Webb Space Telescope）： 2011 年打ち上げ予定。 
TPF（Terrestrial Planet Finder）： 2014-2020 年打ち上げ目標。 
・TPF-C（TPF-コロナグラフ）： 2014 年打ち上げ目標。 
・TPF-I（TPF-干渉計）： 2020 年までの打ち上げ目標。 
（2015－2020 年に開発段階に入る主要ミッション） 
SAFIR （Single Aperture Far-Infrared Observatory）： 2015－2020 年打ち上げ。 







準備や補強となる中・小型の将来ミッションが用意されていることである。2004 年に第一段選定された 9 件
の「Origins Probe」がそれで、日本の JAXA（宇宙科学本部）が計画中の３．５ｍ赤外線観測衛星 SPICAに







・ 地上望遠鏡： Keck 望遠鏡（ハワイ、10mx２）、大型双眼干渉望遠鏡（LBTI:ア  
      リゾナ、8.5mx２）、などの装置開発・運用の支援 



































てきたのは、まさしく快挙である。また 2003 年には月探査技術試験衛星スマート１、2004 年には彗星探査
機ロゼッタを打ち上げている。 
宇宙観測分野では、数百万個の恒星の距離を初めて直接に測定した初期のヒッパルコス衛星の功績
が大きい。また、初めての本格的な赤外線観測衛星となった IRAS（1983 年打ち上げ）、その後継の ISO
（1995 年打ち上げ）がそれぞれ目覚しい成果を挙げて、この分野を大きく切り開いた。1999 年には大型 X
線観測衛星 XMM ニュートンを打ち上げ、数多くの観測成果を挙げている。 
 
③ 欧州の主な宇宙観測将来ミッション 
Coｒot： 2006 年打ち上げ予定の 30cm 可視光望遠鏡。 
Planck： 2007 年打ち上げ予定の大口径マイクロ波望遠鏡。 
Hershel： 2007 年打ち上げ予定の大型赤外線望遠鏡。 
GAIA： 2011 年打ち上げ目標のヒッパルコス衛星の大型版。 
LISA： 2011 年打ち上げ目標の壮大な宇宙重力波干渉計。 
Hyper： アセスメント中（2012 年以降？）。宇宙物理実験衛星。 
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XEUS： 2014 年以降。大型 X 線観測衛星。 
DARWIN： 2014 年以降、赤外線干渉計による地球型惑星探査。 
太陽系探査では、Beppi Colombo、Venus Express、Solar Orbit 等を開発中。 
 
④ コスミック･ビジョン（Cosmic Vision） 2015-2025  
 2004 年９月、ユネスコの Cosmic Vision Workshop で、1015－2025 年にヨーロッパがめざすべき宇宙科
学が大規模に議論された。主な柱とその課題は、以下のとおり。 
太陽系 
○太陽・地球・太陽系 ○太陽系の起源 ○太陽系内外の生命とその可能性 
基礎物理学  
○量子重力に向けて ○標準理論を越えて ○重力波宇宙 
天文学 



















Astro-E2 （Ｘ線観測、２００５年春打上げ予定、M-V ロケット） 
Astro-F （赤外線観測、２００５年度打上げ予定、M-V ロケット） 
Solar-B （太陽可視光望遠鏡、２００６年度打上げ予定、M-V ロケット） 
MAXI （Ｘ線全天モニタ、2007 年度打上げ予定、国際宇宙ステーション、ＨＴＶ） 
○計画中（2010－2015 年までに打ち上げ目標）のミッション（予算未定） 
EUSO （宇宙線、2010 年頃打上げ目標、国際宇宙ステーション、ESO と共同） 
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ＨＯＰ (ＮＡＳＡのＨＳＴ代替機計画のカメラ部分、2010 年頃打上げ目標) 
NeXT (Ｘ線観測、2010 年頃打上げ目標、M-V ロケット) 
VSOP-2 (スペースＶＬＢＩ（電波）、2010 年頃打上げ目標、M-V ロケット) 
○検討中（2015－20 年頃までに打ち上げ目標）のミッション 
SPICA (赤外線の大型望遠鏡、2015 年頃打上げ目標、H-IIA ロケット) 
JASMINE (恒星の精密位置測定、2015 年頃打上げ目標、H-IIA ロケット) 
JTPF (地球型惑星の探査、2015－2020 年打上げ目標、NASA と協力) 
 
 以上の中で NASA や ESA の主要計画に比すべき大型のものは、２０１５年以降を目指して検討中の三
計画だけ（うち JTPF は NASA との協力を検討）である。Astro-E2、Astro-F、Solar-B、NeXT、VSOP はい
ずれもMVロケットを用いる中型計画で、費用は米欧の大型の数分の１である。MAXIはスペースステーシ
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○SELENE (月周回軌道からの探査、2006 年打上げ予定、HII-A ロケット) 
○SMILES（地球大気微量成分観測、2007 年度打上げ予定、ISS 暴露部利用） 
○Planet-C（金星周回軌道からの探査、2008 年度打上げ予定、M-V ロケット） 
○Bepi Colombo (ESA と協力による水星探査、2012 年打上げ予定、ソユーズ) 
（計画中（2010－2015 年までに打ち上げ目標）のミッション） 
○SELENE-2 (本格月探査、20１2-15 年打上げ目標、HII-A ロケット) 
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○小惑星サンプルリターン２（2012-15 年打上げ目標、HII-A ロケット) 


















































































































































































































































































提言 (2)  
宇宙開発委員会のもとに優れた科学者･技術者をバランスよく重厚に配置して、責任ある委員
会活動を行うこと。 






(a) 科学的発想に基づく優れた提案 (提案フェーズ) 
(b) 競争的雰囲気の中で時間と労力をかけた準備･実験・検討 （Ｒ＆Ｄフェーズ） 
(c) 長期的指針と重厚透明な科学的・技術的審査に基づく採択 (採択フェーズ) 





























提言 (3)  
大きな科学コミュニティによる、オープンで統一的な検討の仕組みを構築すること 
提言 (４)  
大学・研究機関との協力による広がりと発展を獲得するシステムを構築すること 


















当面、宇宙科学にかつての 200 億円規模の年間予算を復活すること。 










科学ミッションの中には HOP、EUSO、JTPF など、太陽系探査では Bepi Corombo のように、NASA や
ESA の計画に日本が独自技術と経験をもって乗り込む形のものも増えてきているのは喜ばしい。NASA
も ESA も、独自計画は進めながら、この種の“乗り込みミッション“でも効率的に成果を上げてきた（宇宙






提言 (5)  
戦略と科学に根ざした透明性の高い選定のプロセスを構築すること 



























































MAXI （2008 年打ち上げ予定、国際宇宙ステーション） 
国際宇宙ステーション（ISS）で日本が行う先端宇宙科学観測。JEM 暴露部（日本独自のプラットホー




EUSO （2010 年頃打ち上げ目標、国際宇宙ステーション利用・ESO と共同） 
宇宙線シャワーが大気中でおこすチェレンコフ光を国際宇宙ステーション上の大型広視野カメラから
撮像し、地球大気全体を検出器として超高エネルギー宇宙線の謎に迫る、ユニークな計画。大気発光
現象など地球科学への応用も期待。理科学研究所などが ESO と協力。 














SPICA 計画 (2015 年頃打ち上げ目標、H-IIA ロケット) 
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中間赤外線・遠赤外線観測のために口径 3.5 m の望遠鏡をラグランジェ点に置く。大口径・高感度で、
宇宙構造・遠方銀河・星・太陽系外惑星系の形成史を探る。 
JASMINE 計画 (2015 年頃打ち上げ目標、H-IIA ロケット) 
近赤外線でわが銀河系内の星の運動を精密に測定し、銀河系の力学的構造を精密に把握するユニ
ークな計画。結果として、銀河系の形成史を知ることができる。 
















Planet-C （２００８年度打ち上げ予定、M-V ロケット） 
2009 年に金星周回軌道に入り、赤外線により大気の成分や循環、雲の分布、また地上の火山活動の
観測、などを行う。 
Bepi Colombo 計画 (2012 年打ち上げ予定、ESA との協力、ソユーズ・ロケット) 
ESA の水星探査計画に協力。ESO の水星表面探査機、日本の水星磁気圏探査機の二つの水星周回




SELENE-2 計画 (20１2-15 年打ち上げ目標、HII-A ロケット) 
クレーター中央丘周辺にローバを展開し月深部の地殻物質を調査、月面極地に置く精密小望遠鏡の
位置天文観測で月内部構造を研究など、月面での科学を展開。 
小惑星サンプルリターン計画 （2012-15 年打ち上げ目標、HII-A ロケット) 
「はやぶさ」の技術を継承・発展させ、いくつかの典型的な小惑星の表面物質を採取・帰還、精密に分
析することで、小惑星の起源を追求する。 
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○衛星基盤技術の開発 































ハッブル・スペース・テレスコープ（HST）： 1990 年打ち上げ、2010 年頃廃棄予定。 
口径２．４ｍの宇宙軌道可視光望遠鏡。宇宙全般の観測に大きな成果を上げた。 
フューズ（Far-Ultraviolet Spectroscopic Explorer）： 1999 年打ち上げ、運用中。 
極端紫外光（地上では見えない）の分光観測専用望遠鏡。対象は宇宙全般。 





ケプラー（Kepler）： 2007 年打ち上げ予定の口径１ｍ可視光望遠鏡。 
太陽系外惑星を、それが主星（太陽）の前を横切る時のわずかな光度減少により数多く検出しようと
いう望遠鏡。惑星の存在確率や統計に威力を発揮。SIM や TPF の準備プロジェクトともなる中間型
計画（それでも 300 億円）。 
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SIM（Space Interferometry Mission）： 2010 年打ち上げ予定。 
宇宙空間で必要となる可視光干渉計の実証実験を兼ねて、銀河系内の星の距離と直径、太陽系
外惑星の観測などを目指す。これも TPF の準備ミッション。 
JWST（James Webb Space Telescope）： 2011 年打ち上げ予定。 
   HST の後継望遠鏡で、口径 6.5m。可視光・近赤外観測で宇宙の起源に迫る。 




・TPF-C（TPF-コロナグラフ）： 2014 年打ち上げ目標。 









SAFIR （Single Aperture Far-Infrared Observatory）： 2015－2020 年打ち上げ。 
2003 年に打ち上げたスピッツァーの後継機として、口径１０ｍという大型赤外線望遠鏡を打ち上げ、
銀河や天体の起源、惑星の形成過程を調べる。 
Large UV/Optical Telescope： 












強となる中・小型の将来ミッション。第一段階として、2004 年に 9 件の「Origins Probe」を選定。日本の
JAXA（宇宙科学本部）が計画中の３．５ｍ赤外線観測衛星 SPICA に搭載する中間～遠赤外分光器の





地上望遠鏡： Keck 望遠鏡（ハワイ、10mx２）、大型双眼干渉望遠鏡（LBTI:アリゾナ、8.5mx２）等 
成層圏赤外線天文台（SOFIA）: ジャンボジェットに積んだ赤外線望遠鏡 
 















Coｒot： 2006 年打ち上げ予定。 
30cm可視光望遠鏡。他の星のまわりを回る惑星のトランジットによる光度変化から、ＮＡＳＡのケプラ
ーに先駆けて地球型惑星を初めて発見しようという計画。 
Planck： 2007 年打ち上げ予定。 
口径１．５ｍの大口径マイクロ波望遠鏡で宇宙の背景放射の分布を精密に測り、宇宙膨張やダーク
マターの謎に挑む。ＮＡＳＡのＷＭＡＰ(前述)をしのぐ計画。 
Hershel： 2007 年打ち上げ予定。 
口径 3.5m の赤外線望遠鏡、IRAS、ISO と続くヨーロッパの赤外線観測生成の大型版で、宇宙全般
を観測。 
GAIA： 2011 年打ち上げ目標。 
ヒッパルコス衛星の大型版で、銀河系内の１０億個の星の距離を可視光で測り、数万個の惑星など
を検出。日本が計画する赤外線のＪＡＳＭＩＮＥと相補的。 
LISA： 2011 年打ち上げ目標。 
3つのミラー衛星を数百万km離して軌道に乗せ、重力波の本格的観測を目指す、意欲的で壮大な
宇宙の大型干渉計。 
Hyper： アセスメント中（2012 年以降？）。 
重力と電磁力の精密測定で一般相対論の拡張をめざす、宇宙物理実験衛星。 
XEUS： 2014 年以降。 
JAXA との協力を検討中の大型 X 線観測衛星。 
DARWIN： 2014 年以降。 
赤外線干渉計による地球型惑星探査・観測計画。NASA の TPF-I と合同の方向。 
このほか、JAXA(宇宙科学本部)が計画している X 線衛星 NEXT で日本と、次期スペーステレスコープ
JWST では NASA との協力などを進めている。 
太陽系探査では、Bepi Colombo、Venus Express、Solar Orbit 等を開発中。 
 
Cosmic Vision 2015-2025  
2004 年９月、UNESCO の Cosmic Vision Workshop で、1015－2025 年にヨーロッパがめざすべき宇宙科
学が大規模に議論された。検討は継続中だが、議論された主な柱とその課題は以下のとおり。 
太陽系： 
○太陽・地球・太陽系 ○太陽系の起源 ○太陽系内外の生命とその可能性 
基礎物理学：  
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○量子重力に向けて ○標準理論を越えて ○重力波宇宙 
天文学：  
○宇宙の他の世界と生命 ○初期宇宙 ○激しく進化する宇宙 
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宇宙科学 
 
























































































の研究所（(NOAL, NICT, JMA など)に在籍する研究者と、JAXA 内部の研究者の間に微妙なずれが生じ
ていることである。ボトムアップとして広い研究者層による企画、立案、選定、評価は維持すべきであるが、


















 20 世紀の技術革新に支えられた人類の繁栄は、21 世紀の我々に、「環境汚染、資源枯渇」などに代表
される「つけ」としてまわってくることになった。特に国土・戦略的資源・エネルギー源に乏しい日本はその
影響を強く受ける。このような状況の下で、日本の存立基盤を支える直接的エネルギー・資源安全保障に



















































































































































































































附表１． 宇宙関連研究機関 略号 
JAXA 宇宙航空研究開発機構 NASDA 宇宙開発事業団 
ISAS 宇宙科学研究所 NAL 航空宇宙技術研究所
NAOJ 国立天文台 NIPＲ 国立極地研究所 
CRL 通信総合研究所 NICT 情報通信研究機構 
JAXA-ISAS JAXA 宇宙科学研究本部 JMA 気象庁 
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長寿社会に対応する再生医療 
 










医療技術（Health Care Technology）が広範に実用化するとともに医療は大変革を遂げた。 























量物質や遺伝子治療におけるアンチセンス DNA、近年の発見による siRNA なども、近日中に臨床治験













 Tissue Engineering ということばは、1980 年代以降、全世界に急速に広まった。人工臓器に細胞などの
生体成分を混ぜた Bio-artificial Organ という考えはその以前から研究されていた。免疫隔離膜によって
外界からの免疫学的攻撃を防御された細胞郡を体内に導入するという試みである。組織工学は、細胞の
集合体である組織をつくる技術であり、臓器をつくる臓器工学の手前に位置するといえよう。 




















 一方、ATS 社の Transcyte は、ブタ皮膚由来コラーゲンで被覆したナイロンメッシュ上に割礼包皮から採
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取した線維芽細胞を播種、培養して作製した創傷被覆材であり、熱傷等の治療に用いる。1997 年にアメ













サービスの分野が 2002 年の市場約 56 兆円、550 万人から、2010 年には 75 兆円、750 万人に飛躍する
と予測されている。 
 米国では、医療に対して科学技術的な面から国際貢献することを国是とし、医療技術産業を国の
leading industry と位置づけている。医療機器に例をとると、世界市場約 20 兆円、日本は年間約２.５兆円
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（５）細胞ソース 
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（２）細胞ソース 
 
 人体は約 200 種類の異なった細胞から形成されている。その基準になるのは幹細胞や ES 細胞である
が、体性幹細胞や ES 最棒を無限増殖させる培養条件と、所要の細胞種への分化・成長と、臨床への帝































質輸送は拡散に頼らざるをえず、その限界は厚みにして約 200 ミクロンである。 
 この問題を解決することなしには、大きな厚みのある組織を再生することはできない。実験動物として活
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用されるラットやマウスでは体が小さく、従来技術でもそれなりの組織を再生できるが、ヒト臨床を前提に












することは、本格的研究がなされるならば現在の技術の延長上で 5 年以内に実用化できる。 
 このような周辺技術の開発が達成されて初めて、医薬品と競合する組織工学製品が登場できる。20 年














 現行の薬事法のもとでは、患者に移植する組織工学製品は GMP 基準の CPC（セルフプロセシングセン
























をもつ Health Care Park を提唱している（別紙参照）。再生医療について適正な合意を得るためには、そ
の基盤に正しい知識が必要である。2015 年には、各都道府県、市町村と中規模以上の医療機関に、こ
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   体性幹細胞 






 情報公開、informed consent 
 患者の負うリスクの自己認識 
  安全、有効性について責任の分担 
 国民の理解、コンセンサス 
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長寿社会に対応する再生医療 
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る。既に米国では 1990 年代初頭に NIH 主導でこのような設備が全米で進められ、ベンチャー育成や地
域クラスターの核になっており、日本でも同様の試みが必要である。 
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図９ 
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資料１ 
＜サンタフェ研究所＞ 
NPO の研究機関として 1984 年にアリゾナ州サンタフェに設立。目的は学問領域を超えて「複雑系」の研
究をすること。”institute without walls”を標榜している。 
 











ラント、25％が Corporate affiliate program（後述）、残り 25％が寄付である。 
 











                                          本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 223
ナノバイオ技術を利用した創薬 
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開発されたコンビナトリアル合成とハイスループットスクリーニング法によりその概念を大きく変化させ、熟































質構造を ab initio で推定する計画も進められており、2010 年が論理的分子設計を実践するための基盤
技術の発展のひとつの目標となるものと思われる。 
 究極的には、新規にデザインする化合物の化学構造から in silico で薬物の体内動態（ADME）および毒
性（Tox）（ADME/Tox 特性）や治療効果の予測が実現するものと思われる。既に、構造活性相関的手法
による ADME/Tox モデルが数多く提案され、一部ソフトウェアとしても市販されているが、これらは基本的























        2005         2010         2015         2020 年 
 

















吸入投与とデバイス                2007 年 
針なし注射と埋め込み型ＤＤＳ            2008 年 
リポソーム製剤                  2007 年  
高分子コンジュゲート医薬品              2009 年 
抗体医薬とミサイル療法                      2012 年 
細胞製剤                                  
2015 年 
 

















指針の提示を通じて重要な役割を果たすことが期待される。2020 年には、siRNA による治療や DNA ワク
チンが、医療の中で一定の割合を占めることになる。 








非ウイルスベクターを利用したＤＮＡワクチンの実用化           臨床試験 
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診断用ナノセンシングカプセル 
                    2010 年 
ナノレベルイメージングシステム 
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 [補足資料] 
 









































図６ ナノバイオ技術、ナノイメージング技術を基盤とする DDS 開発（著者研究室） 
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ナノバイオ技術を利用した創薬 
 

































 半導体業界など、他業種からの参入も活発になってきた。愛知万博のチケットには 400 マイクロメートル
角のミューチップが埋め込まれているが、将来この技術を発展させて DNA 解析するという話もあるという。














 われわれが作ったものは、40 ミリメートルのチップで 10 サンプルが同時に測定できる。既に 700 サンプ
ルまで測定できるデバイスも開発はされているが、大きさが B4 サイズぐらいある。これらはまだ開発段階で
ある。 
 40 ミリメートルで 10 サンプルのものは、2008 年から 2010 年に実用化できるだろう。また 2010 年頃には、
クレジットカードサイズで 500 サンプル程度が測定できるものも実用化されているであろう。 










バイス上に多数実現して、例えば同時に 100 人分や 1000 人分といったサンプルが測れるレベルに 2015
年から 2020 年ぐらいの間に達する可能性がある。半導体におけるムーアの法則のように、倍々にしてい
かなければならない。もちろんそのためには解決しなければならない技術的な問題がたくさんある。 






























薬は必ずターゲットのタンパク質に対して、1 対 1 で対応している。しかし今後予防医学の方向に行くと、
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個人のニーズに対応する新規医療 
 















































































































































































































第１相 第２相 第３相 第４相臨床試験
　　基礎研究
試験管内・動物試験
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個人のニーズに対応する新規医療 
 
東京医科歯科大学 情報医科学センター長・教授 田中博 
 
１．現状分析 










































亡を招く non-responder が存在する一方で末期がんが完解する super-responder が存在する。すでに米















































































































     
図２ 個人的ニーズに対応した新規医療のロードマップ 
 
                                          本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 249
低侵襲生体計測技術と低侵襲医療 
 







































ビンチ(Intuitive Surgical 社)は、平成 16 年 9 月の時点で全世界に 261 台設置され、そのうち 184 台が米















































































   臨床試験や治験制度の見直し 
 医療用具に特化した法律の制定 
 審査体制の見直し：技術ガイドラインの早急な策定 
   承認過程のスピード化（米国５１０Ｋの日本版） 
   迅速な製品化、事業化を可能せしめる環境整備 















   人件費、診療費、保険金など 
 寄付金制度の制定 
   医療開発に対する先行投資優遇策 
 インセンティブ促進策 
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低侵襲生体計測技術と低侵襲医療 
 
















進歩発展が特に顕著であり、治療では内視鏡手術をはじめとする minimally invasive surgery や sentinel 
node navigationによる癌個別化医療があげられる。画像診断では超音波エコーにおける3次元立体画像










 腹腔鏡手術は 20 世紀における外科学のエポックメーキングな break through であるが、その適応は全て
の外科的治療に拡大し、胆石症など多くの疾患で標準治療としての地位を獲得している。腹腔鏡外科の
発展は robotic surgery の開発をもたらし、術者の手の動きに完全に追従し 7 自由度を有する手術ロボッ
トがすでに臨床で用いられている。Robotic surgery は単にメカトロニクスのみならず、computer assisted 
surgery(CAS) の開発と発展に寄与している。すでに術者の微細な手の震えを計算しながら、slave arm の
動きを制御したり、master と slave の動きの比を可変とする scaling 機能などが実際の手術ロボットに組み
込まれている。また、手術対象となる臓器、たとえば心臓の拍動を検知して画面上ではあたかも動いてい









境下で行なうための open MRI の技術が脳外科手術を中心として開発されている。強磁場における手術
機器の問題など今後解決されるべき問題が多いが、実質臓器の手術には有用な技術である。 

















２．今後 10 年の発展シナリオ 
低侵襲医療は今後それぞれの領域で発展するが現在の技術の発展とは別個にまったく新しい技術開







糸をまったく使用しない組織の接合技術が 2020 年までに開発される。 













超音波エコーの高速リアルタイム 3 次元化は 2015 年までに完成し、virtual endoscopy を併用した生検
や穿刺、拡張などの intervention が容易に行われるようになる。2020 年以降には内視鏡外科とカテーテ
ル治療、ablation 治療、ナノ技術を統合した新しい低侵襲治療形態が出現する。 
内視鏡では virtual endoscopy とカプセル内視鏡の実用化が行われ、カプセル内視鏡には生検などの
手技に必要なマイクロマシンが搭載される。 
 

















































































Real time 3D echo 
バーチャル手術 
図.今後 30 年間の低侵襲医療の発展シナリオ 
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脳科学に基づく認知と情動神経機構の統合的理解 
 


















































































































































 こうした様式は現在のシリコンを主体とする LSI 技術で簡単なものならば実現できるが、集積度の高度
化に伴い、消費電力と発熱、３次元配線の困難など、原理的な壁に突き当たる。これを突破する技術とし
て、２０１５年段階ではトランジスタのアナログ領域の利用を含むニューロモルフィック技術が実用化される。
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脳科学に基づく認知と情動神経機構の統合的理解 
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感覚補綴（ほてつ）技術 
 























































































































































































い GUI 型 OS と図形や画像情報の伝達を基本とするパソコンを使いこなせねばならない。これについては
視覚ディスプレイに代行して、現在 64×48 ピン構成の触覚グラフィックディスプレイが製品化される段階













用するためのガイド機器の利用基盤が都市部で整うには 10 年以上かかるであろう。 
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 視機能劣化抑制の技術は、特に、高齢者の視力の問題として調節力の回復、青色覚低下への補綴に
要求が高い。老化した眼は縮瞳や水晶体透過率が低下することが分かっているが、それを予防する技術
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感覚補綴（ほてつ）技術 
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疾病構造の変化と医療 
 
東京大学医科学研究所 先端医療研究センター センター長 岩本愛吉 
 
１. 現状分析 
（１） おおよそ 1960 年代後半から 1970 代前半は、少なくとも米国（＋日本を含むその他の
“北”の国々）では感染症が“克服できた”と考えられた時代であった。 
（２） Global にも天然痘（痘瘡）の自然感染がなくなり、WHO が根絶宣言を出した（1980）。 
（３） と こ ろ が 、 新 興 感 染 症 （ Emerging Infectious Diseases: EIDs ） 、 再 興 感 染 症
（Re-emerging Infectious Diseases: REIDs）としてしばしば言及される感染症は、1970 年代
後半～1980 年代以降急激に増加した。 
（４） 途上国（“南”）においては、マラリア、結核、デング熱、各種寄生虫疾患など旧来の感
染症が REIDs としてさらに経済的、社会的な負荷をかけている。 
（５） “北”の国々においても、1980 年代初頭から AIDS（1981 年、米国）、腸管出血性大腸
菌 O157（1982、米国）、ハンタウイルス肺症候群（1993、米国）、ウェストナイルウイルス
（1999 年、米国）等と EIDs は、20 世紀後半から急激に問題となってきた。 
（６） AIDS は、“北（ロサンジェルス）”で発見された EIDs のひとつであるが、1980 年代以降
のアフリカを中心に現在では感染者の 9 割が“南”に集中しており、毎日約 14,000 人が感
染し、毎日 8,000 人が死亡している。一方、大都市を中心に日本でも感染者が急増してい
る。 
（７） 2003 年の SARS、2003～2004 年のトリインフルエンザのように 21 世紀の感染症は、
“北”と“南”をともに、しかも急激に巻き込む感染症であった。 












２. 今後 10～30 年程度の発展シナリオ 
 新興感染症についての予知予測は、きわめて困難である。地球の温暖化、人口の高齢化、食料生産と
流通の進歩や変化、社会風俗、若者の意識、国内や国際的な人口の流動性、医療技術の進歩など、き





















・ 20 世紀末から鳥型インフルエンザが大きな問題となっているが、20 世紀に 3 回出現した新型イン
フルエンザが21世紀にも出現することは歴史の必然であると考えられる。10-30年の間に出現する
可能性も十分にある。 
・ ヒトからヒトへの感染増加にはどめがかからない HIV も元をただせばチンパンジーのウイルスだと考
えられている。エボラウイルスやSARS-CoVの宿主は見つかっていないが、今後も新たな新興感染
症が動物から出現する可能性は高い。 








・ 新たな感染症の予測はきわめて難しい。SARS の原因である SARS コロナウイルスの研究が目を見
張る勢いで進んだことが示すように、病原体研究や感染症の病態研究や最先端の研究基盤が充
実される必要がある。 
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疾病構造の変化と医療 
 
国立保健医療科学院 政策科学部 部長 長谷川敏彦 
 

























































































身体観や疾病観によって問題を判断（診断）し、解決法（治療法）を選択する。（文献 6,図 1-2） 選んだ解
決法は受益者を説得し同意を得て執行される。同意を得るためには、モデル即ち身体観や疾病観があら
かじめ受益者に受け入れられていなければならない。文化人類学では説明モデル（Explanatory Model）
















「人口構造」も古典的な人口転換(Demographic Transition)の理論によると、出生率、死亡率ともに 1920 
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年代前後から低下しはじめたことから、その頃転換が開始され、1955 年から 60 年にその転換を終了した
ことがわかる。その後、人口の高齢化は 80 年代以降急激に進行しつつある（図 1-5）。 
「疾病構造」も 1900 年前後を境に流行性の感染症から慢性感染症への転換があり、1920 年頃、蔓延
性感染症のピークを迎えている。いわゆる感染症から慢性疾患への転換は、1955 年から 60 年頃に起き



























































生存曲線（Active Life Expectony Curve）が得られる。とりあえずここで「障害なく活動的に生きる」というこ
とを生活の質が高いことの前提であると仮に定義すると、これからの保健医療の目的は活動的生存曲線
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中、心疾患などの中年期に発症し重篤な結果を生む疾患を総称して定義されている。さらに晩期の退行
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２)予防的治療 
現在の医療需要の多くを占める成人病は、個人の遺伝的要素と種々の生活習慣が組み合わされ

































ハビリ、緊急入院システム等の在宅の医療力が充実していなければ可能ではない。（図 1-24,表 5） 
地域の在宅ケアについて病院は戦略的に有利な位置にある。何故なら、患者は必ず病院から地域に







































































































性に至っては 2 位との格差がどんどん広がっており、WHO でも日本女性の平均寿命を人類の目標とさえ




をかけて到達した高齢社会に日本は 10-20 年で到達し、それを追い抜いて、2020 年には 4 人に 1 人が、
























日本はこれからの 50 年、明治維新、第二次大戦での敗戦からの復興に続いて、3 度目の大きな舵取り
を迫られているのではなかろうか。1 回目は軍事大国を目指し、国を守るために人を育てた。そして、西洋
からの侵略から自衛するためにやりすぎて敗戦した。すべての力を経済復興に投入し、仕事のために会
社のために人を育て、株式会社日本を目指し、世界第 2 位の経済大国、世界第 1 位の健康大国となった。
今後は世界に先駆けて高齢大国となるのではなかろうか。いわば明治維新が「土地取りゲーム」、経済復
興が「金取りゲーム」であるとすれば、21 世紀は「年取りゲーム」の時代、病気にたとえると第 1 期が「流行
性感染症」、第 2 期が「重症の交通事故」、第 3 期が「がん」のようなものである。社会の変化は第 3 の舵取
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道筋を設計し、必要な資源を選択し、自ら健康を実現していく必要があるのではなかろうか。従来、ヘル
スは増進するもの（health promotion）と考えられてきたが、それは私の定義によれば間違いである。健康
は生き生きとアクティブに実現するもの、健康実現（health actualization）に他ならない。しかし健康は 1 人
だけで実現しうるものではない。社会が資源や装置を作りだし、個人の選択を可能にしなければならない。
個人の行為と社会の資源が出会って初めて実現可能なものである。多くの関係者が一人を支えて行く運































日以内死亡率の相関をみると、手術件数が少ない施設ほど死亡率が高く、月間 4 例、週 1 例の件数をこ
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院や診療所との連携が必要となった。これは患者 1 人 1 人の自宅に病院を建築する、いわば家内病院を
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を個人に指示したり、喘息の標準的治療法であるステロイド吸入の指示を、呼気抵抗のデータを患者自
身がインターネット回線に送ることで指示を受けたり、i モード通信の利用による患者情報の発信・医師が






ある。しかし、2050 年の究極の社会では e メールや i モードで連絡し合う、IT による宅配が最も好まれる診
療形態をなるかもしれない。王様の医療は医療界のみならずその他の産業界も各分野で 1 人 1 人の患者
を支えて、より効率よく、より良質な診療行為を提供する社会システムの構築にほかならない。この構図は
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「人は間違うもの」が出版された。英国でもブリストル王立小児病院で小児心臓外科の死亡率が異様に高
いことが発見され、折しも登場した労働党のブレア政権では医療の質に改善の重点を置くことを宣言し、






このような考えは 80 年代にその芽生えを見ることができる（文献 15）。1988 年のニューイングランド医学
誌には当時の編集長・レルマン教授が編集後記の中で、「医療界は 80 年代後半に第 3 の革命に突入し
た」と述べている。第１の「医療界の拡張・医療界の増加」、第 2 の「医療費抑制」に続く、医療の評価と説
明責任（assessment and accountability）の時代で、結果マネジメント（outcome management）運動がその
特徴とされている。第 2 の医療革命が医療費の抑制を目指し、それに対する反発として価値のための金





80 年代に芽生えたこのような運動が 90 年代の終わりにさらに加速されたのは、一つには効率や医療
費の抑制を目指す政策に対するイギリス保守党や米国のマネジドケアの蔓延など、「医療費抑制や効率
を追求する政策に対する反発」や、先述の「医療事故」などのきっかけが想定される。しかしその背景とし
て、90 年代後半から EBM に象徴される医療の標準化が進行したこと、そしてインターネットに象徴される
大量情報処理技術が画期的に進歩したことなどが挙げられよう。頭に描いていたことが現実の世界にな
ったのである。医療の質もこれまではリスクマネジメント、病院への危険（risk to hospital）管理から患者へ
の危険（risk to patient）を管理する考えに変化した。そして一歩進んで、患者安全（patient safety）管理に
進化した。日本の場合、医療の安全管理から医療の質の管理にと進む方向性が模索されている。 
 






















に健康に悪影響を及ぼすと考えられる。実は 2015 年を越すと高齢化のスピードは一旦鈍化し、2040 年
に再び団塊の Jr を迎えて高齢化が進む。さすれば、2015 年に我々が持続可能で良質の医療を提供で
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予防医学とリンクした食品科学 
 















ルの Nature (1993) に“日本は食と医の境界に踏み込む”と報じられた。現代版「医食同源」ともいうべきこ
の出来事は各国に強い衝撃を与え、その科学は国際化した。 
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予防医学とリンクした食品科学 
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生命科学の学際的発展 
 































































米国ＮＩＨの Human Brain Project: Neuroinformatics Initiative は、2004 年 3 月に第１期の 10 年を終え、
同年 4 月から第 2 期の計画：A Decade of Neuroscience Informatics に入った。また同年 10 月には、50
万＄/年以上の研究グラントに対して実験データの公開を義務化する方針が提案され、それを受けて
SFN は Data Sharing Gateway の構想を打ち出している。ドイツも 10 月に、計算論的神経科学に関する
国内ネットワーク構想 (Bernstein Centers for Computational Neuroscience) を具体化するなど、欧州各
国も政策的にニューロインフォマティクス研究を推進し始めている。これらの動きは、今後の更なる脳研究
の進展や効率的な研究推進の観点から、膨大な研究情報を研究者が共有できる情報基盤を構築するこ
との必要性が認識されてきた結果であり、2004 年 1 月に開催された OECD 科学技術政策委員会閣僚級
会議では、脳研究に関するデータの共有化と利用の促進を図るための国際機構：INCF (International 
Neuroinformatics Coordinating Facility) の設立について合意がなされた。INCFは2005年度中には発足
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するものと思われ、これに伴って参加国はそれぞれの国内ノードを立ち上げることになっている。こうした































 今後の戦略的展開を考慮し、2005 年度中に我が国の NI ノードを立ち上げる。そこでは、2004 年度に試
行公開を開始した Visiome Platform（図１）を先導研究の例として、それをベースに発展させ、我が国とし
て、戦略的、研究レベル的、人材的観点から、可能な分野から順次プラットフォームを立ち上げていく。以
下、その基本となる Visiome Platform の機能の概略を示す。 
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＜Visiome Platform＞ 
 ニューロインフォマティクスの先駆的研究として、視覚系を中心とした研究情報を研究者が相互に共有































































































いく。   
・無脊椎動物脳  
  東大・兵庫県立大などが中心となって学会レベルで立ち上げる。               
・Visiome   
  現在、試公開中であり、2005 年度から正式公開・運用を開始する。   
・視覚心理物理   
  視覚科学のための刺激と反応のデータベースを集積する。                             
・統合脳 
  文科省特定領域研究「統合脳」の研究成果をコンテンツとして公開していく。                   
・ニューロイメージング   
  情報通信研究機構関西先端研究センター、産総研、東北大、生理研などが中心となって我が国の脳
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イメージングに関する総合的研究データベースを立ち上げる。                     
・BMI・ロボット・運動系 
  最先端脳活動計測技術の研究成果を集積し Brain Machine Interface 技術の開発基盤を構築する。 
・臨床治療 
  治療試験データベースの構築と臨床治療への具体的応用。 
・NI 基盤技術  
  ベースプラットフォームの開発・提供、Web 技術・データベース可視化技術・セキュリティー技術などニ
ューロインフォマティクス共通基盤技術の開発と支援。 
 























































































・NI 関連産業が速やかに最新の NI 研究の成果にアクセスできる 




























２）米国の Publication Model と呼ばれるガイドラインに見られるように、学術論文が引用され評価さ
















５）プラットフォームを研究成果の発表及び保存の場とする E-Journal およびその Editorial Board を
設立する。 
 
                                          本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 338
 脳・神経科学の総合データベースを核とするニューロインフォマティクスは、来るべきユビキタス社会に






＜短 期シナ リオ ＞
2005 IN CFの発 足・参加、Japan -Nod eの 立ち上げ・運用 開始
・Vis iom e, C DT-D Bの公開・運用
・細 胞・局所神経 回路、無脊椎動物脳 プラ ットフォー ムの公開・運 用
以下、準備で きた 分野から公開 ・運用してい く。
2010 Japan -No deの 評価・拡 張・再編
・聴覚 系、音声発声系、マルチ モーダ ル処理系 、体性 感覚系な ど、我が 国が
国際的リー ダー シップを とれる脳・神経系 の主要な分野 を順次 カバー していく。
・大 型研究プロジェク トや科研 費などの研究で 得られた 実験デ ータや開発 した
プログ ラムを 登録・公開 するプラッ トフォ ームを 立ち上げる。
・研究遂 行時に得 られた実験 デー タや開発された プログ ラムなど電 子情報を
一体化した E-Journa lの可能 性を検 討す る。
・定 年退官される研究者の成果 の保存・管理 ・継承・公開 の仕組み検討す る。
＜長期シナ リオ＞
2015 Japan -No deの 評価・拡張 ・再編
・ 研究成果を 生かした脳 型人工知能シス テムが実現される。
・ 2015年あ たりで中国 、イ ンドが 隆盛を 迎える。
・ 2025年頃 には「アトムの脳」実 現へむけ ての見通し、可能性が得ら れる。
・ ニュー ロインフォマティクスに 期待でき る効果
１）NI研究を 軸に した次世代の 科学研究の振 興
２）NI関連産 業の振興
2035 ３）既存 の情報産業の 振興









J-node Server & Portal





















































































































































































































のあるものは 2010 年以降を待たなければならないだろう。 
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五感を活用するコミュニケーション 
 



































                                          本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 349
きるに至っている。しかし、現在は、まだ画面も小さく、コマ数も少なく現実味が薄い。一言で言うならば、
参加する側にしてみれば、｢臨場感｣がなく、参加される側からしてみれば｢存在感｣に乏しい。例えば、




















































































































































坊隆、渡辺茂、岡村総吾、小野周、高橋秀俊といった碩学 5 名が中心となって 1963 年から 4 年の歳月



























































































4)舘暲監修：バーチャルリアリティの基礎、全 4 巻、培風館(2000) 
5) Susumu Tachi、Telecommunication、Teleimmersion and Telexistence、Ohmusha、IOS 
Press、ISBN4-274-90586-1 (Ohmusya) ISBN1-58603-338-7 (IOS Press) (2003) 
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超大容量情報処理デバイス 
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情報通信システムにおける超低消費電力技術 
 











































































































































































































































































































Si, GaAs半導体 ワイドギャップ半導体 ワイドギャップ半導体
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情報通信システムにおける超低消費電力技術 
 
（独）情報通信研究機構 情報通信部門 部門長 松島裕一 
 







































































































































OADM : Ootical Add/Drop Multiplexer 
OXC   : Optical Cross-connect  
OADM
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超高速大容量ネットワーク 
 




DSL 加入者は 1000 万を越え、ケーブルインターネット加入者が約 250 万、FTTH 加入者が 100 万を越え








の特徴である。携帯電話加入者総数は 8000 万を超え、その 90％近くがインターネット接続機能を有して














































る。わが国のこれからの 10 年から 30 年にわたる普遍的なニーズとしては、少子高齢化とそれに伴って生
ずる諸問題、環境負荷の問題、安心・安全の問題が注目される。これらの問題を解決するアプリケーショ
ンとともにネットワークが発展するであろう。 
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（１）２０１５年頃のネットワーク： M-レゾナント・ネットワーク 
 今後の 10 年間のネットワークの発展により、人間（Man）や機械（Machine）相互の通信がいつでもどこで
も行えるようになり、人や機械に向けたアプリケーションが連携／レゾナントすることにより、個別のアプリケ
ーションでは不可能な高度な手法で上述した問題解決がなされるであろう。これを、NTT が提唱している
ネットワークビジョンである「レゾナントコミュニケーション環境」（図４参照）の第 1 フェーズと解釈し、Man や
Machine の M をとって、M-レゾナント・ネットワークと呼ぶ。 
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てきた。今後の 10 年は、閉じられた「個室」を用意することで、便利・快適の前提として欠かせない安心・
安全の実現を容易とし、ひいては「大部屋」の価値も高まる。 












米間 1 万 5000Km を映像伝送できることが確認されている。複数の波長を駆使する技術と組み合わせて
いくとで、波長レベル VPN や波長多重低遅延伝送の実現性が見えてきている。 
図５ 
































































































































                                          本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 393
生活支援ロボティクス 
 








【マニピュレーション支援】The Raptor Wheelchair Robot System[4]、ARM（Assistive Robotic Manipulator）
[5]などが市販されている。 
【移動支援】もともと日立によって開発された歩行支援ロボット『楽歩（らっぽ）』は完成度が高く、現在、ロ
ボット特区で試験されている[6]。また、高機能車椅子 Independence iBOT3000 は米国で市販が始まっ
ている[7]。これらは、ロボット技術を応用したものである。 















【Project Oxygen[11]】MIT の CSAI Lab.で行われてきたプロジェクトで、計算機と通信技術を、生活に自
然に導入することによって何ができるかを追求している。 




【Interactive Workspace[14]】Stanford University のプロジェクトで、IT による会議室の知能化を試みてい
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生活支援ロボティクス 
 



















































































































（総務省：「ネットワーク・ロボット技術に関する調査研究会」報告書, p.48, 平成１５年７月, 
http://www.soumu.go.jp/s-news/2003/pdf/030724_1_01.pdf） 
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ヒューマノイド（人型ロボット）技術 
 































ギーは消えつつある。2003 年から始まったＥＵの Beyond Robotics プロジェクトにはヒューマノイドの研究
が含まれているが、ヒューマノイド自体の開発は断念し、日本のプラットフォームを使って基礎研究を展開
する戦略を採り、車輪型ヒューマノイドによる知的ロボットコンパニオンプロジェクトを進めている。米国で
は今のところ DARPA もロボット研究者も VB もヒューマノイドの開発には乗り出していない。然し、昨年
















１） モビリティ： 人間が生活している環境内を自由に移動していく能力をもっている。 




























（２）少子高齢化社会のＱＯＬ(Quality of Life)向上： 
 30 年後を視野に入れた発展シナリオ作成にあたり、筆者はヒューマノイドの最終的な用途は少子高齢
化社会におけるＱＯＬ向上にあると考える。その理由は次の通り。 
我が国は急速に少子高齢化社会へ移行しつつある。2000 年と 2030 年を比較すると、高齢者人口（65
歳以上）は 2075 万人が 3100 万人に増加、労働人口（20～65 歳）は 7887 万人が 6543 万人へ減少、未
成年人口は 2682 万人が 2265 万人へ減少、総人口も 12654 万人から 11900 万人へ減少する。労働人口
は 1300 万人減（17％減）、高齢者人口は 1000 万人増（150％増）、と言う人口構成の変化は社会の成り
立ちを大きく変える。即ち、 
１） 労働力が絶対的に不足し、外国人労働者かロボット化か高齢者の雇用延長により、今後 30 年の間
















































































































1) 2005 年 3 月現在、身長１ｍ超のフルサイズロボットは試作機を含めて約 100 機、50ｃｍ程度の本格





































































































































課題 2～3000 万円、成果は 2005 年 6 月のロボットウイークに万博会場で２週間のデモをやるというもので
あった。応募件数 250 から 65 件が採択され様々なプロトタイプロボットが開発中である。万博では、ロボッ
トとともに暮らす 2030 年の街というテーマで、６５体のロボットが色々な生活シーンで行動する街のプロトタ
イプとして展示する。大学、研究所、企業の取り組みは熱が入り、新しい独創的な技術開発がなされ、し












































と組み合わせて大学間基礎研究を展開。FP６で Beyond Robotics というプログラムが進行中。２年後から
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ヒューマノイド（人型ロボット）技術 
 
















分類 専用機 汎用機 用途，特徴 ロボットの実例







3 重ユーティリティ（人間の安全性に直接関与） ○ 介護，警備 C4（綜合警備保障）






5 ホーム・ロボット ○ 家庭内ユーティリティに特化 MARON-1（PFU），ApriAlpha（東芝）













8 見えないロボット ○ ○ 部屋や環境がそのままロボット
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 具体的なテーマとしては、以下に提案する。 
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ＧＰＳ技術による情報サービス 
  


















































































達などにも大きな促進効果を与えると考えられる。なお、2010 年には近代化された GPS に Galileo、準天
頂衛星を会わせて 60 機以上の衛星が測位サービスを開始する。また新しい周波数帯・信号である L2C
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だしこれは技術作業部会であって、安保面の課題は対象外のようである。最近では 2004 年 11 月に第３
回全体会合が開かれ、日本が打ち上げ予定の運輸多目的衛星（Muluti-functional Transport Satellite,Ｍ
ＴＳＡＴ）への米国の期待、またＧＰＳ補完による測位・航法サービスを目指す準天頂衛星への米国の支







 米国航空宇宙学会（American Institute of Aeronautics and Astronautics,ＡＩＡＡ）が主体となり、欧州・カ
ナダ・国連等の関係団体が協力して１～２年毎に開かれる International Space Cooperation Workshop で




































 ＧＮＳＳと安全保障をめぐる 2010 年代前後の諸事情を、以下に推測記述する。 
 
（１）ＧＮＳＳの状況 




て米国のＷＡＡＳ（Wide Area Augmentation System）、欧州のＥＧＮＯＳ（European Geostationary 





 ＥＵガリレオはすでに運用状態にあり、またかつて 90 年代に運用に入りながら、財政状態から維持が伴







































 真の脅威はむしろ航法戦争（Navigational Warfare）と称すべきものであった。 








 20 世紀末からの弾道ミサイル（ballistic missile,ＢＭ）脅威は広く知られているが、21 世紀が進むに連れ
巡航ミサイル（cruising missile,ＣＭ）脅威の認識が深まった。イラク戦争でのトマホーク巡航ミサイルの有
効性が伝えられながら、弾道ミサイル防衛（ballistic missile defense,ＢＭＤ）等の蔭に隠れがちであったＣ
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Ｍは、ＢＭに較べて秘匿性が高く、費用も安く、ＢＭのような発射準備の衛星探知も困難である。課題で
あった命中精度についても、ＧＮＳＳ誘導によるピンポイント攻撃がこれを補った。かつてＢＣ兵器（生物・












 20xx 年 Ｘ 月 Ｘ 日 、 米 国 Ｇ Ｐ Ｓ 管 理 主 体 で あ る 測 位 ・ 航 法 ・ 調 時 国 家 行 政 委 員 会 （ National 



























































 日本国内でのあるＧＰＳ関連国際会議に、政府の後援として 12 省庁の名が挙がっていたことが課題の



























Ｂ、84-Ｂ(12）2076～2081 頁（2001 年 12 月） 
２）玉真哲雄：日本の宇宙政策と安全保障の接点、防衛技術ジャーナル 22（６）22～28 頁（2002 年６月） 
３）T.TAMAMA：At the Crossroads：Civil and Security Issues concerning Navigation Satellites in 
Japan,Satellite Navigation Systems：Policy,Commercial and Technical Interaction,Proceedings of 8th 
ISU Symposium,26-28 May 2003,pp.17-24,Kluwer Academic Publications 
４）玉真哲雄：準天頂衛星の安全保障面の意義、安全保障と宇宙、経団連宇宙開発利用推進会議会報 
75～87 頁（2004 年３月） 
５）玉真哲雄：日本における長期的・戦略的政策思考の不在、ＤＲＣ年報ＡＲ－５、109～118 頁（2001 年９
月） 
６）玉真哲雄：日本の宇宙政策見直しと安全保障の今後、ＤＲＣ年報ＡＲ－６、171～181 頁（2002 年９月） 
７）玉真哲雄：政策専門家と行政の人的往来の要、ＤＲＣ年報ＡＲ－７、87～92 頁（2004 年 10 月） 
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ソフトウェアエンジニアリング 
 





の内のソフトウェア開発/プログラム作成の売上高は 2003 年度で 6 兆 7 千億円である。しかも、これはソフ
トウェア専業者の統計で、コンピュータ・メーカやコンピュータ利用企業で生産・消費されるソフトウェアは
含まれていない。たとえば組込みソフトウェアはほとんど含まれていないが、その年間開発規模は別の統












 ソフトウェア技術は進歩したが、生産性の伸びはハードウェアと比べれば低い。この 30 年で、ハードウェ
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（５）ソフトウェアエンジニアリグ技術 
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  ①コンポーネントに知識を付加し、エージェント化 
  ②ノウハウとして設計パターン、要求パターンなどの部品化と知能化 
  ③コンポーネントの擦りあわせの自動化 
  ④人とエージェントの共同 
















に適応し、また自己組織化する技術が今後 30 年の間には進展するだろう。その発展には 2 つの段階が
予想される。 
 
 ①動かしながら変える (動的な変更)  2010-2015 年ごろ 

















































































































普及するには 10 年から 20 年以上の年月を必要とすることが多い。そこでやはり基盤的な研究を助成する
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ソフトウェアエンジニアリング 
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情報技術による生物模倣 
 













































2025 年の到達目標 ⇒ 
← 2035 年の到達目標 



















































ここで述べるシナリオは、図 1 で示した将来展望の全体像から、まず 2035 年段階での到達点としての

















これから 20 年、30 年後における日本の最大の問題は、社会の高齢化に伴う労働人口の減少である。
                                              
1 現在の人工知能では，新しい問題に対する処理の方法は人間のプログラマが与えており，機械が自分
で処理アルゴリズムを発見する，ということはほとんどない． 
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ーチできる研究者は少なく、他者理解の研究は発達心理学、脳科学、動物学、認知科学、情報科学やロ
ボット工学などの個々の分野で分散して行われている。ここでこれらの分野を統合して明確な目標をもつ
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情報技術による生物模倣 
 













次の 2 つを提案する。 
  
1. 脳に学んだヒューマノイドロボットの開発 
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量子情報技術 
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２．今後 10～30 年程度の発展シナリオ 
今の情報技術は、コンピュータのレベルでは大元をたどれば 1930 年代に基礎理論が提唱され、1950
年頃に最初のコンピュータが開発され、それがここまで発達してきた。現代流の通信方式も、その基礎理
論が提唱されたのが 1950 年頃で今の光ファイバネットワークに至っている。この発展のために 50~70 年が
かかっている。技術の進展と、それによる社会からの重要性の認識により、次世代技術の進展スピードは
早くなるもので、量子情報技術にとっては 1980 年頃が基礎理論の萌芽時期として前の半分のスピードで
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われる。これは 1980 年代の第 5 世代コンピュータプロジェクト以来、情報科学が追及してきた分散並列パ
ラダイムがグローバル化・普遍化することといえる。それは、現在の高度科学技術計算(High Performance 
Computing)の到達した先の時代となっていると予想される。上述の 1980 年代の国家プロジェクトであった
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もちろん、コンピュータは何らかの物理的原理に従って、情報を表現・操作・通信して処理をするマシンな
ので、新たな物理原理に基づくコンピュータが展開される可能性もあるが、量子コンピュータもここまでの







































リオが対象としている 30 年後くらいにそうなっているかどうかであるといえる。 
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量子情報技術 
 
スタンフォード大学 応用物理学科 電気工学科 教授 山本喜久 
１. 現状分析 
(1) 量子情報技術の発展の歴史 
 量子情報技術に関する研究が始まる直接的なきっかけとなったのは、1984 年の BB84 と呼ばれる量子
暗号プロトコルの発見と、1985 年のドイチェによる量子パラレリズムという着想である。今から 20 年ほど前
に、現在の量子情報技術の芽となるものが発見されたと言えよう。最初の 10 年ほどは目に見えるような研
究上の発展はなかったが、1994 年に Shor の因数分解のアルゴリズムが発見されて以降、爆発的に研究
人口が増大し、現在では盛んに研究されるようになっている。量子情報とは何かについてまとめたものが
図 1、量子情報分野の研究領域とそのキーテクノロジーを整理したのが図 2 である。 
 
図 1 量子情報研究の流れ 
 








量子計測 周波数標準 (トラップイオン、冷却原子) 
量子リソグラフィー (非古典的光) 
量子中継 量子メモリ (光子 qubit ←→ 核スピン qubit) 
エンタングルメント・スワッピング、純粋化 












 日本でも、ここ 10 年で急速に研究が盛んになってきているものの、まだまだ研究者が少ない状態であり、
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情報通信環境 
 










 マイクロプロセッサは 1971 年の誕生以来、半導体の集積度は 18 ヶ月で 2 倍の集積度になるというムー
アの法則に従って、集積度を増して性能を向上させてきた。 
 現在、高性能マイクロプロセッサは 7000 万から 2 億トランジスタの集積度であり、今年には 17 億トランジ
スタの製品*1 も出荷が予定されている。 クロック周波数は消費電力と熱の問題から足踏み気味だが
3GHz 台に達し、4GHz も見えてきている。 
 パーソナルコンピュータは、個人の計算のためには既に必要十分な性能に達し、おおかたの応用は出
尽くしている。デスクトップ型は前年比割れが 続くが、ノートブック型は 30%増加(平成 16 年の出荷台数、
JEITA 調べ)している。全般に小型化指向が続いている。 














 現在、ユピキタス・コンピューティング重要な要素技術である無線 IC タグ、無線センサーネットワーク、 
位置情報タグは、性能向上、コスト低下が望まれている。一部業種で利用が始まっているが、本格的利用
はこれからである。 











2.今後 10～30 年の発展シナリオ 
(1)半導体の微細化 













ら 50 年に渡る長寿命化。 
 
(3)情報通信端末、電話/携帯電話 
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 2010 年には、無線 IC タグが商品に付くのが一般化する。2015 年には無線 IC タグはあらゆる分野に普
及し、多くの モノをコンピュータが認識できるようになっている。モノにももれなく無線 IC タグが付き必要
に応じて無線 IC タグリーダーを置けば家の何がどの部屋ににあるかすぐわかる。冷蔵庫や押し入れの中
に何があるかもわかる。  
 アクティブ型無線 IC タグはパッシブ型無線 IC タグに比べて微弱な電磁波で遠距離通信ができるが、電
源が必要である。 2015 年にはこの問題になんらかの解答が見つかり台頭してくる可能性がある。 
 2010 年には無線センサーネットワークの市場が確立し、2015 年には社会の様々な場面に入り込む。 




 また 2015 年には 3 次元空間を 1cm 以内の精度でリアルタイムに位置を特定できる位置情報タグが一般
に利用される。  
 2030 年には無線センサーネットワークもしくは複合タグが、社会インフラとして欠かせなくなっている。 
 2015 年には、各種センサーの情報を総合して、実空間の状況を理解し見守るソフトウェアが一般化して
いる。  










































 2030 年には 100 年、1000 年単位のデジタル情報保存、受け継ぎ、検索の技術が確立している。また
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ト・サービス・ プロバイダー)のレベルでセキュリティを保つのが主流になっている可能性がある。セキュリ
ティを第一に、自由度を制限したネットワ－クサービスも出てくるだろう。 










































    諸外国と協調体制を確保し、多くの国々の支持を集めると共に譲れるところは譲るべき。 
  あらゆる情報を少なくとも英語で発信し続けることも欠かせない。 
  標準化活動も重要で、委員会をひっぱっていく積極的な人材が必要。 








*1 Intel Montecito Itanium2 アーキテクチャでデュアルコア。17 億トランジスタとされる。 
 
*2 知識認証、所有物認証、生体認証をさらに細かく分類すれば、 
    ・知識認証 
     ・パスワード方式 
      ・数字や文字がキーの方式 
      ・図形、ロゴ/スタイルがキーの方式 
     ・質問方式 
      ・母方の名字、好みの食べ物など本人のみ連想しやすい言葉をキーに 
       して問いかけに答える方式。キ－となる項目は変更可能。 
      ・示された数字に対し、アルゴリズムをキーに計算して答える方式 
   ・所有物認証 
     ・IC カード、ワンタイムパスワードパッドなどの利用 
   ・生体認証 
     ・生体的特徴(指紋、網膜、虹彩、顔、掌形、血管、遺伝子) 
      ・習慣的特徴(サイン/筆跡、声紋、キーストローク、圧力、歩行等のパターン) 
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情報通信環境 
 





























時代は1 台のゲートを数十人以上で使っていたので、1 人あたりのゲート数は1/100 台。これがWS や
PC の普及により、1 人あたりのゲート数が、1 台となる。さらに現在では、PC やPDA の他に、携帯電話、
IC カードなどももっており、1 人あたりのゲート数は10 台のオーダーになっている。 
さらにこの1 人あたりのゲート数変遷をそのまま延長すると、2020 年には、1 人あたりのゲート数は
1000 台のオーダーとなる。 
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２．発展シナリオ 
（１）ユビキタスネットワークから IT アクチュエーションへ 
第 1 章で情報空間と実空間とのつながりについて触れたが、このつながりは、過去 20-30 年の研究開
発を経た IT 技術の成果が花開くことにより、実現したものである。その結果として、インターネットや携帯
電話、光ファイバなどの多くの IT 技術が、ライフラインとして市場経済を支えている。 
例 え ば 、 イ ン タ ー ネ ッ ト の 始 ま り は 、 1961 年 の パ ケ ッ ト 交 換 方 式 の 研 究 と 言 わ れ て い る
（http://www.asahi-net.or.jp/~ax2s-kmtn/ref/i_history.html）。1969 年に米国内 4 箇所の大学と研究機
関を接続した ARPANET （ARPA: Advanced Research Projects Agency）が開通した。インターネットの通
信プロトコルである TCP/IP (Transmission Control Protocol/Internet Protocol)が開発されたのが 1974 年、
ハイパーテキストの記述形式である HTML(Hypertext Markup Language) やそれを伝送するためのプロト
コル HTTP(Hypertext Transfer Protocol)が発表されたのが 1991 年である。同様に携帯電話は 1955 年
の自動車電話にまでさかのぼり、光ファイバは 1962 年の半導体レーザの発明にまで遡る。 
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に、ハードディスク（HD）や DVD に代表される蓄積メディアの進化と、ユビキタスネットワークの進展があ
る。 
図 2 は、光産業技術振興協会による日本国内での個人コンテンツ蓄積量である。2020 年には、国内
だけで 1.86Z（10 の 21 乗）バイトとなる。つまり、実空間と情報空間がつながり、実空間から情報空間に
情報が流入することにより、蓄積される情報は2020 年には1.86ZB、現在の200 倍の情報量となると予想
されているわけである。経済産業研究所の予測（http://www.rieti.go.jp/it-pdf/pdf6.html?page=page4）で
は、2010 年における全世界のデータ量 170EB であるとなっているが、これに対して、本予測では、日本





















の使用が可能となった。これが 1978 年である。 
次には、組版などの編集作業を、ディスプレイ上で行えるようにしたことで、WYSIWYG（What you see is 


















図 2 の予測では、従来の情報の蓄積だけをもとにしているが、実際に RFID タグや IC タグなどのいわ
ゆるユビキタスネットワークやセンサネットワークなどが発達してきている。これらのセンサが、毎秒 10 バイ
トずつ出力したとしても例えば、1 億個が 1 日稼動したとすると、それだけで 86TB（CD で 13 万枚）とな




















制御できる建造物も IT アクチュエーションの手足の一つである。 
あるいは、疲れたときに、呼び出して自由に乗り降りができるような on demand の車椅子やスクーターな











































・それらを高性能、低消費電力で軽量に実現する LSI 技術、実装技術 
 
（５）IT アクチュエーション実現のロードマップ 
以上の技術を、ロードマップとしてまとめると図 5 のようになる。 
 
 
















第 2 章の冒頭で述べたように、過去 20-30 年間の研究開発の蓄積により、現在ライフラインとなってい
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低エミッション型都市 
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環境観測 
 











主 と し て 世 界 気 象 機 関 (WMO) に よ る GAW(Global Atmospheric Watch), や 米 国 海 洋 気 象 局





を対象とした衛星センサーとして、我が国では GOSAT、米国では OCO が提案され打ち上げが計画され
ている。これらはCO2を対象とした世界で初の試みであり、その成果に大きな注目が集まっている。またエ
アロゾルに関しては既に多くの衛星センサーが打ち上げられ研究的に実用段階に入っている。地上観測





２．今後 10-30 年の発展シナリオ 
（１）背景シナリオ 
 地球環境観測の今後 10-30 年の発展シナリオを考える上で最も重要な視点として、次の３点を上げるこ
とが出来る。 
 (i) 地球温暖化・グローバル大気汚染の顕在化。 
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図１  アジア、北米、ヨーロッパ三大陸から 
    の過去 30 年間の NOx の排出量トレンド 
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（２）環境センシング技術の発展 
 環境センシング技術としては、衛星によるリモートセンシング観測と地上または航空機・船舶などを用い
た in situ での観測とに大きく分けることが出来る。ここではそれぞれについて今後の発展を考察する。 
１） 衛星観測 





















汚染常時監視が、今後 10-30 年の間に実現するであろう。 






















２) in-situ 観測 
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図２ WMO/GAW による CO2 のモニタリングサイト 















ど 同 様 の 状 況 で あ る が 、
WMO/GAW 以外に北米に
は NAPAP, ヨーロッパには




 今後 10-30 年間にこれらの
観測空白地域を埋めるため
の国際協力による努力が進展するであろう。特に我が国に関係の深いアジア域における展開としては、


































































2005 2010 2020 
スーパーサイトの整備 
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環境問題解決のための科学技術指標 
 






































































 外洋牧場はクリーンエネルギーの生産基地である。太陽光エネルギーを活用する 1970 年代のサンシャ
イン計画が検討された。北太平洋中央部の北緯２０度付近は活発な蒸発により表層の塩分が高い。雲が
少ないので大面積の光パネルで発電し、水の電気分解で発生する水素を製造する。日本では化石燃料
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から水素エネルギーへの転換が進み、水素ガスステーションで自動車に利用される。 
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環境問題解決のための科学技術指標 
 


































   ①「農地」（食糧、飼料、タバコ、イグサ、綿花などの生産のために必要とされる土地） 
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   ②「牧草地」（牧草、羊毛などの生産のために必要とされる土地） 
   ③「森林地」（家具、建材や紙製品など生産のために必要とされる土地） 
   ④「二酸化炭素吸収地」（化石燃料燃焼などからの二酸化炭素を吸収するための森林地） 
   ⑤「生産能力阻害地」（道路・建物・廃棄物処分場、鉱物資源採掘現場など生産可能地の生産を阻
害している土地） 







2001 年の生物生産力の一人当り世界公平割当面積は、1.8 gha である。1gha は１年間でガソリン 1,450
ｌ燃焼する際に、放出される 3.38 トンの CO2 を吸収する能力を有している。 
Living Planet Report 2004（生きている地球レポート（2004 年）は生きている地球指標とエコロジカルフッ
トプリント(2001 年時点)を計算している。 
生きている地球指標（LPI）は、陸生物種 555 種、淡水生物種 323 種、海洋生物種 267 種、約 3000 の
個体群の（数の変化）を調査し、この変化の平均値として LPI を求めている。その結果、1970～2000 年に
かけて LPI は 40%低下したとされている。人口の増加と人類の経済活動の拡大のために他の生物種が個
体数を減らし、一部は絶滅に至っていることが見て取れる。世界の EF は、2001 年に 135 億 gha(2.2gha/
人)に達した。地球の年間の生物生産力を B とする。人類の EF は 1961 年の 2.5 倍に拡大した。また、地
球の生物生産力を 20%オーバーしたと主張している。このレポートでは次の４つのシナリオについて将来
の EF を計算している。 
(1)ゆっくりとした成長 
人口増加（Median Projection 中位予測）、CO2 排出量増大（IPCC, シナリオ B1） 
食料と繊維（FAO の予測値）、を用いると 2050 年には地球 2.3 個分の EF まで増加すると予想している。
（EF＝2.3B） 
(2)2030 年までに Wilson の提案に従って、EF を 1/2B までに減少させる。 
(3)2050 年までに EF=0.67B（～2B/3）とする。 
(4)2100 年までに EF=0.88B とする。（ブルントラント委員会の提案） 
森林は毎年２％成長することから、森林資源は枯渇するまで使うと 50 個地球・年のキャパシティがある
ことになる。大胆な仮定として、地球の生物生産力の貯蓄を 50B とおこう。既に、世界の EF は B を上回っ
ているため 1983～2001 年に 1.5B のエコロジカルな負債が蓄積されたことになる。 
 
(1)低成長シナリオ 2050 年まで 40B のエコロジカルな負債の蓄積 
(2)50%成長シナリオ 2050 年までに 3.5B エコロジカルな負債の蓄積 
(3)67%成長シナリオ 2050 年までに 6B エコロジカルな負債の蓄積 
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取り扱いが適当であるのかどうか、EF が過小評価されているのではないか、現在、世界の EF が世界の年










Global Footprint Network が設立され、計算方法の世界統一基準が作成されつつある。欧州環境省は、
欧州各国の EF を 40 年間にわたって計測するプロジェクトを行っており、2005 年 5 月に報告書が刊行さ
れる予定である。 
英国ウェールズ政府は法的義務として、持続可能な開発を進めるスキームを作成することを決定した。





(１)南極大陸西部のアムンゼン海に面した氷河の縮小速度が 1990 年代に比べて 2 倍に達している。
0.2mm/y の海面上昇に相当（NASA 他）する。 
(２)北極近辺の氷が過去 25 年間で 7.4%減少、 氷の厚さは過去 50 年間で 40%減少 




 ハリケーンによる被害深刻、チャーリー(140 億ドル)、フランシス(70 億ドル)、ジーン（80 億ドル）などで
ある。 
(５)ブラジル、3 月 26 日 観測史上初めて発生したサイクロン 
 (カタリーナ)に襲われる。 
 






10 回上陸し、大きな被害をもたらした。全部で 5､000 億円以上の損害保険金が支払われる見込であ
る。 
(３)記録破りの豪雨 
10 月 25 日までに観測された「1 日に 200 ミリ以上の大雨」は 463 回に達し、これまでの最高記録を約
100 回上回り、22 年ぶりに記録を更新した。 
 
このように、地球の温暖化は一般市民が明確に認識する地球環境問題となった。 
米国 NASA のハンセンによれば、1890 年代以降の世界のトップ 4 位の猛暑の年は、第 1 位 1998 年、
第 2 位 2002 年、第 3 位 2003 年、第 4 位 2004 年である。2004 年の地球表面平均温度は、1951 年か




2005 年 2 月 16 日に京都議定書が発効し、世界は改めて地球温暖化問題に真剣に取り組まざるを得
なくなったと言える。問題は短期的な利益をめぐって動いている市場経済にいかに長期的なサステナビリ
ティの目標を組み込むかということである。今後数十年以内に温暖化効果ガスの年間排出量を減少に転
じさせたとしても、大気中の CO2濃度の安定化には 100～300 年、気温の安定化には数百年かかり、熱膨
張による海面水位の上昇は 1000 年、氷床融解による海面水位の上昇は数千年続くと予想されている。
環境ガバナンス重要なひとつの側面はどの程度のタイムスケールで考えるかということである。2005 年 2
月 1 日から 3 日に英国で温暖化効果ガスの安定化に関する国際シンポジウムが開催された。そこで発表
された主な研究成果は次のようなものであった。 
多くの場合、IPCC 第 3 次レポートで考えられたよりもリスクは深刻である可能性が高い。 
(1)海洋の酸性化、1℃の気温上昇→大気中の CO2 を吸収する能力の低下、 

























り組みを怠れば、地球の気温は 2100 年までには 1990 年の気温と比較して 1.4～5.8℃上昇し、中でも欧
州地域では 2～6.3℃上昇すると予測されている。これらの数値は取るに足らないように見えるが、過去の
氷河期の平均気温と比較すると決定的な数値であることが分かる。7 万年から 1 万 1500 年前の氷河期の
時代気温は、今日より僅か 5～6℃低かったに過ぎないのである。 
世界平均気温の上昇を最大 2℃までに押さえる目標を達成するために EU はどのような対策を行った









均値が最も起こりやすい数値であるとすると、現在の濃度レベル(約 425ppmv CO2 eq.)では 3 分の 2 程度
の可能性でしか目標を達成出来る見込みが無い。さらに550ppmv CO2 eq.レベルでは、達成可能性は、6
分の 1、650ppmv CO2 eq.では 16 分の 1 になる。 
結果として、気温上昇を２℃以内に抑制するためには、温室効果ガス濃度を 550ppm CO2 eq 以下にす
る必要がある。（現在のところ、温室効果ガス濃度は約 425ppm で、1 年当り平均 0.5%の割合で増加してい
る。）すなわち、このままでは、2060 年にも温室効果ガス濃度は 550ppm 危険値に達してしまうことが予想
される。 
 
                                          本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 532
米国 NASA ジェームズ・ハンセン博士も“「地球温暖化」時限爆弾の信管を抜く”という刺激的な論文を
書いている。その結論は 2000 年と比較してこれから地球の平均温度上昇は 1℃を上回ってはならない。
すなわち地球のエネルギーのインバランス、放射強制力は 1W/m2 を上回ってはいけないというものであ







（２）DCI を引き起こさないように気候ターゲットとして 2℃を選択することに合意できるかどうか。 
（３）21 世紀末に地球平均気温の上昇を 2℃以内に抑制するための大気中の温暖化効果ガス濃度

















Ｗeizsäker は先進国は直ちに資源エネルギー消費量を 1/4 に削減し、資源効率、あるいは環境効率を
4 倍（ファクター4）に増加させるべきであると主張している（「ファクター4」省エネセンター）。 
これは、人口 20％の先進国が世界のエネルギーの 80％を使用している現状を踏まえ、先ず平等の原則
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することができる。資源とエネルギーについて既にファクター4 を達成した技術、製品は多数存在する。 
（３）ファクタ-10 
2050 年に世界人口が 90〜100 億人に増加したときには 1/4 削減では不十分であるという考え方がある。
Schmidt-Bleek 教授は 2050 年までに資源消費量を 1/10 に、すなわち資源効率、環境効率を 10 倍（ファ
クター１０）に高めることを提唱している(「ファクター10」ｼｭﾌﾟﾘﾝｶﾞｰ東京）。持続可能性を考えて資源消費




Commoner－Ehrlich 方程式 I=PCT,I（環境インパクト）、P（人口）、C（1 人あたりの消費、例えば GDP）、
T（単位消費あたりの環境インパクト）である。ここで 2050 年までに持続性のために I を 1/2 に、P は人口
増で 2 倍に、C は世界 GDP が年率２ ～3％成長することを考えると、4 倍になることを仮定すると、T は
1/16 倍にしなければならないことになる。つまり、ファクター16 の資源生産性の向上が求められる。 
(５)ファクター８（F8） 
さて以上のような研究とは別の方法で、筆者は必要な脱物質化因子を見積もってみた。現状において
既に人類全体で資源エネルギー消費が持続可能水準を 40％オーバーし、人口は 2050 年までに途上国
で更に 30 億人増加すると仮定する。ここで 2050 年において南北で１人あたりの資源消費量を同一とした
（平等の原則）。容易に先進国のファクター８の必要性が導ける。途上国は資源（生態系）の消費量を 2 倍
に増大させることが許容される。筆者の 2000 年における計算結果はファクター8 の資源生産性の向上が
必要性を示すものであった。ところで、2000 年の時点におけるエコロジカル・フットプリントが
Ventoulis,Chazan,Gaudet によって計算されている。この最新のデータを用いると、非 OECD 諸国の 1 人
当たりの EF は 1.4 ヘクタールであるのに対して、OECD 諸国のそれは 5.5 ヘクタールとなる。 
したがって OECD 諸国の市民は非 OECD 諸国の市民より平均して 4 倍の生態系の面積を使用している
ことになる。また 2000 年の時点で研究された諸国全体の EF は持続可能水準を約 20%上回っているという。
次の結論が容易に得られる。すなわち非 OECD 諸国は 1 人あたりの EF を現在より 14%減少させること、









境効率が提案された。WBCSD はマーケットを通じた持続可能な発展のために 7 つの戦略の重要性を指
摘している。 
１．革新すること、２．環境効率性（eco-efficiency）の追求、３．利害関係者の対話から進歩のためのパ







環境効率指標及びファクター導入企業 業種 対象とした境報 
告書発行企業数 製品単位 企業単位 
製造業 220 4 18
非製造業 65 2 4

















とつの課題として単一指標を計算可能な LCIA（Life Cycle Impact Assessment）が研究開発された。 













LIME における三種のリストの特徴(産総研 伊坪徳宏による) 











評価の対象 影響領域ごと エンドポイントごと 環境全体 




温 暖 化 の 場 合 CO2 



























約 1000 約 1000 約 1000 
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１ 物質フロー（マテリアルフロー）指標 
     
(1)「入口」：資源生産性 平成 22 年度：約 39 万円／トン 
                      （H12 年度から約 40%向上） 
(2)「循環」： 循環利用率 平成 22 年度：約 14% 
                                          (H12 年度から約 40%向上） 
(3) 「出口」：最終処分量 平成 22 年度：約 2800 万トン  
                      H12 年度から概ね半減） 
２ 取組指標 






作用することで、資源生産性を 10 年間で 40％向上させることを謳っているが、これは 20 年でおよそ２倍、
ファクター２を達成しようとしていることに相当する。経済協力開発機構（OECD)は 2004 年４月に開催され
た環境大臣会合を機に、「物質フロー分析・資源生産性に関する理事会勧告」を採択した。この勧告は、
2003 年の G8（先進８カ国）環境大臣会合での日本の提案が発端となったものである。 
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環境修復技術 
 
（株）日本総合研究所 創発戦略センター 西村実 
１．現状分析 











を開始した。1990 年代になると欧州でも取り組みが始まった。日本では 1990 年代を通して検討が重ねら
れ、2003 年に土壌汚染対策法が施行されて本格的な取り組みが始まった。現在、目覚しい経済成長を
続けている BRICｓ諸国（ブラジル、ロシア、インド、中国）でも、2008 年の北京オリンピック、2010 年の上海
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嫌気分解が見直された。嫌気分解は、好気分解が難しい物質でも分解できる反面、途中で分解反応が
止まることもあり、制御が難しい一面があった。1997 年にテトラクロロエチレンやトリクロロエチレンを完全に
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環境修復技術 
 












































































     戦後処理――軍縮・軍拡――経済問題――１９９２年リオサミット以降の地球 


















―― モンスーンアジアに水の文化国家を創出する夢 ―― 
 
   （地球観測）   （環境）      （エネルギー・技術）                   （社会）  
2005―グローバル    受身の保護     石油消費 
                      集中型エネルギー 
2010―地域観測 
    冷夏の予報など           ハイブリッドカー                  木材の輸出 
                      太陽エネルギー 
                      分散型        
               里山の開放型復活 
                                              1 軒 100 坪 
2015―ローカルモデル  老人人口↓     分散型         
    環境変動     ＣＯ₂放出↓     エネルギー 
予 測 モ デ ル               供 給 技 術            
溜池                            
                  風力発電   小河川の浄化 
太陽電池                                             
                      Ｈ₂エネルギー 
2020―                          生物多様性の復元 
            （環境水を河川へ） 
 情報ターミナル             
 
                    
 
2025―                          飛行船            1 軒 300 坪 
                                           
 
            高度生物利用 
              
                      水の光分解 
2030―                             
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３）河川生態系再生工法（珪藻、メロシラの増殖を利用）による水質浄化。 
４）敷地面積の拡大による家庭内での生ごみの処理と果実の栽培による鳥による 
N,P の上流域への還元。                                   
５）完全下水処理システムの完備、雑廃水の環境水への還元。 
６）農村と都市市民の共存システムによる地域内物質循環系の確立。農村を物、人に関し 
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計算機シミュレーションによる材料設計 
 





























































































































































このような観点で現状行われている CAE を見たとき、企業における材料 CAE は、ミクロな手法による純
粋な材料設計の分野より、材料と成形加工技術の複合領域で発展してゆくのではないかと私は考えてい
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計算機シミュレーションによる材料設計 
 



























































































































 現状、非経験的な第一原理量子計算手法を用いて計算可能な原子数は 64 程度であるが、表面、ヘテ
ロ界面、ナノ構造、粒界、微量添加物などの原子レベル制御を実現したナノ材料、複雑多成分系材料の





















































































































































NO      NO2 NO3- CH4 




































































































の計算能力としては並列計算技術の発展もあわせて、現在の 5000 倍以上の計算能力が要求される。 
 
（３）理論に先導された「ナノデバイス設計」実現のための発展シナリオ 
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計測技術 
 






















































    適用様式  
対象分野 
研究 モニタリング 制御 診断・判定 
産 業 技 術 ◎ ○ ○◎ ◎ 
生 活 （ 含 医 ） ○ ○ ◎ ◎ 
自 然 ○ ○ ○ ○ 


































































































図２　　Probes, interaction and signals
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燃料電池開発と社会への普及 
 





ながら、表 1 に示したように、確認採掘埋蔵量から求めた可採年数は石油が 43 年、天然ガスが 62 年、石
炭が 231 年、ウランが 73 年と試算されている。可採年数は確認可採埋蔵量を年需要量で除して求めたも
のなので、発展途上国の経済発展に伴うエネルギー消費量の増加は考慮しない値である。 
 









北米 2.6% 4.6% 24.2% 17.0%
中南米 12.4% 5.6% 1.1% 5.8%
西欧 1.8% 3.3% 7.3% 3.1%
中東 66.4% 33.9% 0.0% 0.0%
アジア・太平洋 4.1% 6.3% 30.9% 24.0%
アフリカ 6.9% 6.9% 6.0% 16.6%
CIS・東欧 5.8% 39.4% 30.6% 33.5%
'97, 64,940千バレル/日'96, 233百億m3 '93 44.7億t 94, 3.1万t
'97, 43.0年 '95, 61.6年 231年 94, 73年
Oil & Gas Journal
'97.12.29
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表 2 燃料電池の種類、用途、及び開発レベル 
タイプ 温度 燃料 触媒 効
率
主な用途 開発レベル 
アルカリ形(AFC) 60℃ 水素 Ni 系  宇宙用など 実証～商用
固 体 高 分 子 形
(PEFC) 






リン酸形(PAFC) 200℃ 低 CO 粗製水素 Pt 系 37
％
小型分散(数 10～数 100kW) 実用化～商
用 






























が困難であることから、PEFC に偏った研究開発から、MCFC や PAFC の商用化技術の確立も行いやす
い枠組みに改めなければならない。 
燃料電池本体の技術開発では、PEFC では発電効率を高めるための新規電極触媒材料と恒温膜技術
などの材料技術と長寿命、高性能化のための製造技術、PAFC 及び MCFC では長寿命化の材料技術並
びに量産化の製造技術などが挙げられる。 
 













以上を時系列的なグラフに纏めると図 3 のようになる。定置型では、PAFC が普及促進段階、MCFC 及
び PEFC はシステムの実証段階にある。PEFC の主力が 1kW 小さなシステムであることから、戸建て用に
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を行い、その後、本格的な実用化段階に入る。基礎研究として、PAFC、MCFC では長寿命化のための材
料技術を継続する。現状の材料技術の延長線上にある PEFC は PAFC や MCFC とほぼ同じ時期に実用
化が可能と考えられるが、発電効率の向上並びに熱利用の観点から常温起動が可能で運転温度が
150℃程度の PEFC 材料の開発が望まれる。また、自動車用の PEFC を含めて本格的な普及を迎える前
には非白金系の触媒材料の開発が必要であり、これらの材料のブレークスルーには広範囲の材料につ
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燃料電池開発と社会への普及 
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省エネルギー 
 
















① 狙い  省エネルギー技術開発の実機設備稼動と全国展開を明確に意識し、平成１４年度にニーズ
に基づく技術開発のあり方を産官学で統括議論して方向性を整理した。  







































































































































ており、必要なシミュレーションでの課題絞り込みを実行中である。   
 
（４）産業部門の発展シナリオ 











































































ジーは、産業間連携に拡大することで今後の発展が期待でき、2010 年における省エネ量は、42 万 kl/y と
見込まれている。SiC 関連技術も開発成果による品質レベルの向上をベースにインバータや HEV への実



























































































































































～電気と 熱を最大 限に効率的 に利 用 する











地域・産業 ～地域 におけるエ ネルギ ー供 給源とな るコンビ ナート～



























・全てのトラ ック、自動車がトップ ラ ン ナー基準適
合車又はク リーン エネルギー自 動車。
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省エネルギー 
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（ＩＴ技術によるエネルギー管理） 
 業務用ビルの室内状況を温度センサー等によりモニターし、照明・空調等の最適な運転が可能となって
いる。こうしたエネルギー需要の管理システム（ＢＥＭＳ：Building Energy Management System）の普及促
進を図るための導入支援が行われている。 
 また、家庭においても、家電機器等の最適運転や、エネルギーの使用状況のリアルタイム使用量・電気













































































































































Well-to-Wheel Analysis of Energy Use and Greenhouse Gas Emissions of Advanced 
Fuel/Vehicle Systems - A European Study – Results, at http://www.lbst.de/gm-wtw 
Raj Choudhury, Trudy Weber [GM], Jörg Schindler, Werner Weindorf, Reinhold 
Wurster [LBST], WHEC15, Yokohama, 28 June 2004
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省エネ住宅：従来の日本的家屋とは異なり、壁、天井、床にしっかりと断熱材を入れ、窓ガラスには二重
のガラスを使い、全体として高断熱住宅が徐々に増える。さらに高性能の冷暖房機器、省エネ型の照明、
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【第135-3-1】現行省エネルギー対策および今後の省エネルギー対策の概要 
   
部門 対策名 （省エネ量原油換算）
産  業 ≪現行対策≫ 2,010万kl












 ◎家庭用（HEMS〈ホームエネルギーマネジメントシステム〉）の普及 90万kl 
 ◎業務用需要におけるエネルギーマネジメントシステムの推進 160万kl
 小計 1,860万kl
   
部門 対策名 （省エネ量原油換算）











 ・高性能ボイラー（産業関連技術） 40万kl 
 ・高性能レーザー（産業関連技術） 10万kl 
 ・高効率照明（民生関連技術） 50万kl 
 ・クリーンエネルギー自動車の高性能化（運輸関連技術）  
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容易に真似の出来ない設計・製造技術 
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度な介護支援が実現される。 
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以下、時系列ごとに台頭する科学技術を領域ごとに整理したみたい。 
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 まず 1 つ目は「ゲノムの解読によって得られた膨大な塩基配列の解明」である。具体的には、ゲノムのど
こに遺伝子があるか。その遺伝子はどう機能し、どういうタンパク質を作るか──などを調べる。例えば、
                                          本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 627
新規の遺伝子を見つけた時に、既に機能の知られている遺伝子と似ている配列があるかどうか、データ
ベースから検索し、その機能を推測する。この手法は、「ホモロジー（相同性）検索」と呼ばれている。 
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容易に真似の出来ない設計･製造技術 
 































一方、モノ造りのマザーマシンである CAD/CAM は、1980 年代までは造船・自動車などの大手製造業





























日本の自動車メーカは、その多くが 1990 年前後までは CAD/CAM を自ら開発し、世界のトップ水準に
あった。日本の得意な組織的共同作業に適した第 1 世代メインフレーム集中 CAD である（図２９）。日本の
                                          本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 637
自動車メーカの製品開発プロセスは、欧米の自動車メーカから真似される対象となっていたのである。と
ころが 1990 年代に入り、IT・CAD/CAM 技術の高度化に伴い、日本の自動車メーカ各社は、CAD/CAM
の内製を逐次やめ、市販 CAD/CAM の導入に踏み切っている。この 1990 年代は、長期の不況のもと、
日本製市販 CAD/CAM システムは 2、3 を除いて多くは消えていった。従って、日本の自動車メーカは、
欧米製の CAD/CAM を採用したのである 10。個々の分業形態に適した第 2 世代 WS・PC 分散 CAD であ









第 2 世代 WS･PC 分散 CAD 中心の製品開発プロセスの技術的限界 






















































（３）岐路に立つ 造船・航空機・宇宙機器業界（2010～15 年） 

























































一方、IT 化すれば真似は容易となる。しかもその IT システムは、開発・保守費用を継続的に確保する
ために、世の中に広く市販するビジネスモデルを持たねばならない。海外流出は前提である。しかしなが





• 自動車・家電メーカなどの設計部門と製造部門・中小モノ造り企業との協業体制（図３９）  
 製品設計者は、構想計画・レイアウト設計を 2D・3D 曲面・簡易ソリッド・設計者向け CAE などを装備した












ーカとの間で初めて可能である。さらに、組み込み   ソフトウェアや運行システムの開発・保守において
もソフトウェア CAD を駆使して、同じくコラボラティブなプロセスを作ることである。なお、グローバル展開を
行っている製造業の   海外向けには完成度の高い製品モデルを必要とする。自社の技術･ノウハウが
流出することは 覚悟の上であろうが、国内取引先の技術･ノウハウの流出に関しては留意しなければなら
ない。 
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CAD ベンダーに申し入れすることである。そうすれば特定の CAD データフォーマットをスタンダードにす
るなどという論は成立せず、後発のコラボラティブ CAD などの進出も容易となる。後発 CAD への最大の
参入障壁は、データ互換性である。 
 
最後にあたり、CAD の世代代わりは、15～25 年と想定する（図２）。第 1 世代メインフレーム集中 CAD
は、1975 年頃から開発され、20 年間程使われた。第 2 世代 WS・PC 分散 CAD は、1985 年頃から開発さ
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超多品種少量自動生産システム 
 

































 従来の半導体工場においては、特に CVD や洗浄・熱拡散プロセスにおいて１００枚を超える形でのバッ
チ処理を行うことが一般的であった。ところが、現状の最先端３００mm 工場では、ほぼすべてのウェーハ








討されているように、１０年以内には工場全体の運営をつかさどる MES（Manufacturing Execution System）、




























・ 処理ウェーハの traceability 等が高まることなどによって生産状況の可視化度が高まるために
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超多品種少量自動生産システム 
 
































































































































Ｂ Ｔ Ｏ と流通
 
Ｂ Ｔ Ｏ と流通
 
Ｂ Ｔ Ｏ と流通
 
Ｂ Ｔ Ｏ と流通
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水平分業を受け入れ、コアコンポーネントの開発と最終組立工程における超多品種少量生産による付
加価値のみを目指すのか、あるいはコアコンポーネントにまで Design-to-Order を適用できるよな新たな














現在、ディスクリート分野の組立工程における自動制御の中核は PLC が担っている。PLC はその登場




これは、プラットフォームとしての PC と PLC の戦いではなく、エンドユーザコンピューティングの実現に
向けての戦いであり、オフィス業務の世界で実現した PC によるエンドユーザコンピューティングが自動制
御の世界では実現できなかった結果である。PC と同一レベルのエンドユーザコンピューティングやデータ
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社会インフラの再生と維持管理 
 
東京大学生産技術研究所 都市基盤安全工学国際研究センター 教授 魚本健人 
 
1. 現状分析 



























10まで  11-20 21－30 31－40 41－50 51－60 61以降
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補修済 未補修






















図 1 コンクリート構造物の供用年数と         図 2 建設後 20 年、50 年経過する橋梁数補修の
実施の有無        の予測 
 
橋梁を例に取り今後の状況を予測すると、図 2 に示すように建設後 50 年を経過した橋梁の数と橋梁全
体の数は 2000 年では数パーセントにしかならないが、これからは急激に増大すると予想されている。特に
2000 年以降は、今後の新規建設の伸びにもよるが現在までと同程度の伸びであると仮定すると、2020 年
では建設後 50 年を経過する橋梁の割合が約 1/3、2040 年では 2/3 を超える可能性がある｡ もし建設の
伸びが減少する場合には、より大きな割合になることはいうまでもない｡ これらの約 1/2 は補修する必要
があるとすると、今まで建設した橋梁数に匹敵する数の半数を 2050 年までに補修しなければならないこと
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になる。 
我が国の年齢分布を見ると、14 歳までの若年人口が著しく減少しており、逆に 65 歳以上の人口が増




ると建設業の就労者は 2050 年では 3300 万人×0.065＝200 万人程度になると予想され、2000 年では約





図 3  世界のセメント生産量上位 5 カ国の推移  
 
現在、アジア諸国における建設はかつての我国以上のスピードで伸びている。このことを如実に示して
いるのが図 3 に示した世界の上位 5 カ国のセメント生産量の推移であろう。この図から明らかなように、世
界で最も大量のセメントを生産・消費しているのは中国で、次がインドである。現在、我国のセメント生産
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図 7 空隙を有するコンクリート試験体と 
その探索結果 




























間情報（GIS、RS ベース）、アメダス等の環境情報と CFD 解析等の数値シミュレーションを統合化すること
より、同じく 2010 年頃に試験室レベルおよび特定都市レベル、2015 年頃に実用化されるものと予想され
る。 
CO2CO2 CO2 CO2




































































図 10 補修費用とコンクリート内部の鉄筋腐食率の関係 




である。ちなみに韓国では同様な機能を有する KISTEC(Korea Infrastructure Safety and Technology 
Corporation)が設置され、20 世紀末から活動を開始している。 
なお、東アジアおよび東南アジア地域は現在の日本と同じ道を歩いており、これからの新しいアジア市



































































再劣化メカニズムの解明 設計理論 美観・景観性能を考慮 
RM 的 LCC 算定 
図 11 社会基盤ストックのメンテナンスにおける技術開発のロードマップ 
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社会インフラの再生と維持管理 
 




 我国の近代的インフラストラクチャーづくりは 19 世紀末にようやく始められ、20 世紀中葉に至ってもその
蓄積は欧米と比べて極めて貧しいものであった。その整備が大々的に進められたのは戦災からの復旧も























































２．今後の 4 半世紀での技術発展のシナリオ 
 前述のような状況の中で科学的技術により克服されるべき課題がいくつか挙げられるが、それらの特徴
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地球深部探査 
 











深部掘削の多くは石油業界が行ったものであり、日本では 6km 程度、世界的には 8km 程度まで掘削さ
れている。石油掘削のための到達深度の世界記録は、米国オクラホマで掘削された油井で 9853m である。
一方、深部掘削全体を見渡したときには、旧ソ連時代に科学的調査を目的としてコラ半島で掘削されたも
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地球深部探査 
 






























































  ａ）地下生物圏の実態と生命の起原 
 
２）防災科学技術 
  ａ）地震の予測、直後通知、そしてメカニズムの解明 
  ｂ）火山噴火の予測、活動過程そしてメカニズムの解明 
 
３）資源科学技術 
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４）地下利用科学技術 
  ａ）地下の岩石を用いたＣＯ２処分およびメタンハイドレート生成 
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衛星技術 
 







日 本 の 衛 星 技 術 は 、 現 在 、 危 機 的 な 状 況 に あ る と い っ て よ い 。 そ の 理 由 の ひ と つ は 、








































































































































































































































                                          本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 694
 
 
２０００ １０ ２０ ３０ 
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衛星技術 
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食料安定供給 
 



























昭和３５年には日本人の供給熱量はコメ 48.3％、畜産物 3.7％、小麦 10.9％、魚介類 3.8％、油脂 5％、


















ある。2004 年 11 月に行われた世界コメ年を記念した国際コメ会議(於つくば)で 1,000 名を超える世界のイ
ネ研究者が集まり、現状の分析を行った。コメは世界人口の 50％以上を養う主食であるが、わが国にお
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（１）水田の高度活用による飼料作物およびエネルギー変換作物の開発 








































































に行われていくであろう。また 2004 年に我が国において成功したマウスの単為生殖技術は、10～20 年後
の畜産研究に大きなインパクトを与える可能性が大きい。 





































































































いる事実である(2003 年現在の遺伝子組換え作物の栽培面積は 6,770 万 ha におよび日本の国土面積



























ている研究者数は非常に限られており、マネージメント（所長）に当たっているのは 1 名のみである。 言
語の問題、研究センターが置かれている場所(アジア、アフリカ、南米を中心にヨーロッパ、北米、中東)の
治安や情勢など、困難な問題はある。しかし、日本を除く多くの先進国の研究者が活躍していることを考
えるならば、将来に向けて国際研究に従事する者を戦略的に育成することを考える時期に来ている。             
 



























 しかし、その安定供給は、海外の農畜水産物の輸入に支えられたものであるということは、図 1-2 から明
瞭に読み取れる。図は、農林水産省の「食料需給表」から、穀類、いも類、豆類、野菜、果実、肉類、鶏卵、
牛乳及び乳製品、ならびに魚介類について、国内生産量と輸入量をそれぞれ単純合計したものであるが、

















 図 1-3 の中の折線グラフは、世界の穀物消費量に対する在庫量の割合(在庫率)の推移を示したもので










































































資料：USDA "Grain: World Markets and Trade, October 2003“
　　　から作成
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 図 2-1 は、過去 30 年余の世界の穀物生産量の推移を示したものである。1960 年代後期の 10 億㌧から、
2000 年前後の 18.7 億㌧へと、右肩上がりに上昇していることが分かる。ただ、回帰曲線でみる近年の増
加率の低下が気になるが、そのことは、すぐ後で述べる。 






の 0.19ha から 2000 年の 0.10ha 台へと半減し、当初は単収の増加があって１人当たり穀物生産量は、
1980 年代まで増加するが、しかし、それも 1990 年の 335kg をピークに減少しはじめ、2000 年を越すと
290kg へと減ってきている。 
 このように変調が見えてきた世界の穀物生産の将来展望はどうなるか。図 2-1 の回帰曲線を延長してみ






 図 2-4 は、国連人口統計による推計である。1950 年 25 億人であった世界人口が、2000 年には 61 億
人になり、それが、2050 年には中位数で 93 億人、高位数で 109 億人となると予測されている。本シナリオ
の 30 年後(2035 年)でみても、中位数で 86 億人、高位数で 94 億人となり、所得要因を考えずに単純計







 図 2-5 は、１人当たりの GDP(国内総生産)が分かる世界の主要 62 ヵ国について、FAO のデータから、
それぞれの国の１人当たりの食用穀物量と、畜産物消費量から先のブラウンの試算にもとづいて算出した











れをもとに 2025 年の穀物需給を大胆に予測したものが表 2-1 である。 
 その電力中央研究所の推計では、為替レート換算でなく購買力平価換算による実質値について、世界
人口の 85％、世界の GDP の 95％をカバーする OECD24 ヵ国と非 OECD37 ヵ国、計 61 ヵ国について、
1998 年と 2025 年の１人当たり GDP を予測している。それによると、OECD24 ヵ国は１万 9,600 ㌦から２万
5,600 ㌦に若干(30％)伸びるが、非 OECD37 ヵ国では 3,120 ㌦から 6,300 ㌦に２倍へと大幅に伸びること
になるという〔注 1〕。なお、この推計で対象としていない 1998 年の人口 15％、GDP５％の国々(対象外国)
について、2025 年もそれが同一割合である仮定して筆者が算出して表示してある。 
 このような１人あたりの GDP の増加は、先の図 2-5 で見たように飼料穀物を含めた穀物需要を大幅に伸
ばすことになる。その１人当たり GDP の増加に伴った総穀物需要量がどのようになるか、電力中央研究所
の 61 ヵ国の１人あたり GDP と、1998 年の FAO の Food Balance Sheet から作図した前掲図 2-5 の類似
図の回帰式〔注 2〕から算出したものを表の３列目に表示してある。 
 これに電力中央研究所の付表にある人口を乗じて世界の総穀物需要量を算出すると、1998 年の 19 億
9,400 ㌧から、2025 年の 29 億 5,400 万㌧へと、率にして 48％、量にして 10 億㌧もの需要増となる。 
 そのような穀物需要の増大に対して、穀物生産の見通しはどうであるか。先の図 2-1 の USDA の過去 30
余年の、R２ ＝0.9598 の２次回帰曲線を元に、2025 年の世界の穀物生産を試算すると 18 億 3,000 万㌧と
なる。前述のように、図2-1の２次の回帰曲線では2012年に世界の穀物生産はピークに達し、それ以降、
低減することになるからである。 
  この USDA の穀物統計は、「小麦、飼料穀物及び精米ベースの米」の合計値であることから、その他の
穀物がその２割増あると仮定して計算すると、1998 年ではその供給量が需要量を２億㌧強ほど超えてい
るが、2025 年には、７億 6,000 万㌧という巨大な量の穀物が不足することになる。７億㌧といえば、ほぼ、
現在の世界の穀物生産の３分の１の量である。このことから、巷間、ささやかれている 21 世紀前半には襲
われるであろう地球規模の食料危機も身近に迫ってきて現実味を帯びてくる。 
 なお、先の図 2-1 の回帰曲線を、２次式でなく、１次式で、過去 30 余年の趨勢がそのまま直線的に伸び
ると仮定して、R２ ＝0.9306 の１次回帰曲線で試算した場合の 2025 年の主要穀物生産量は 24.80 億㌧、
それに 20％増の他の穀物を含めると 29.76 億㌧となり世界の穀物需給は均衡を保てることになる。そのよ
うな生産展望を提示する見方もなくはないが〔注 3〕、前述のように資源・環境面からそれが至難な状況にあ
ることに変わりない。 
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4) 10 年後、30 年後の世界の食料需給の展望シナリオ 
  以上のような世界の穀物需給の厳しい展望について、その影響がどのような形で出現するであろうか。
中期(ほぼ 10 年後)と、長期(ほぼ 20～30 年後)に分けて検討する必要がある。 
①中期的(ほぼ 10 年後)展望 
  現在、すでに世界の穀物需給に変調の兆しが見えはじめてきたことから、アメリカでは 1996 年の農業
法で生産調整を廃止し、ＥＵでもそれを緩和してきてるものの、2000 年現在、ＥＵで、穀物 600 万 ha、油






②長期的(ほぼ 20～30 年後)展望 
















1) 過去 40 年の趨勢でみる日本農業                                
  わが国の農業統計は世界に誇れるものである。その中核にある５年おきの農業センサスから、過去 40
年の趨勢を捉え、それを向こう 30 年延長したものが、図 2-6～2-8 である。 
 まず、図 2-6 から農家戸数の推移を見ると、比較的動きが少ないといわれてきた農家戸数も、1960 年の
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 図 2-8 は、中核的な農業の担い手である 60 歳未満の基幹的農業従事者の推移である。1960 年には、




2) 日本農業を展望する新しい可能性                                
 もちろん、現実の日本農業の担い手は、この 60 歳未満の基幹的農業従事者だけでない。2000 年の販
売農家でみると、その 60 歳未満の基幹的農業従事者は 80.4 万人(男子 38.6 万人、女子 41.8 万人)であ












  図2-1　世界の穀物生産の推移 図2-2　世界の穀物生産の推移(収穫面積と単 図2-3　世界の１人当たり穀物収穫面積と生
　　資料：USDA  Grain World Markets and Trade 200 　　　資料：図2-1に同じ 　　　資料：図2-1に同じ
     注：02/03は見込み、03/04は予測
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(3) 中長期の食料供給と科学技術の展望 
1) 10 年後、20～30 年後の食料供給の展望    
 以上のような中長期の世界の食料需給とわが国農業と食料供給の展望について、時系列の展開シナリ
















 世界的な食料需給の変調が具体化する向こう 10 年をみても、一部の農業生産法人の展開でそのシェ
アは拡大するものの、主幹作物である米の消費減退は続くため、稲作の生産調整は続くことなどから、国
内農業の復調はみられず、食料自給率は低位のまま推移する。 








 これが、世界的な食料需給の変調が具体化する向こう 10 年は、堅調な需給関係から食料の国際価格
が上昇したとしても、わが国は潤沢な外貨を使い、また、国際的な地位を利用して、全世界から食料を買
い集め、やはり大幅な輸入に依存した「食料安定供給」は維持できるものと予想される。 










表 2-1 2025 年の世界穀物需給の展望 
１９９８ ２０２５  
先進国 途上国 先進国 途上国
 
実質 GDP(億㌦) 177,270 128,420 240,660 339,360 社会経済研究所推計。先進国は OECD 24
ヵ国、 開発途上国は非 OECD37 ヵ国 
人口(万人) 118,490 472,430 123,984 659,536 国連人口統計 
1998 年は 1995～2000 年の比例配分 











計 702.7 361.6 716 561
1998 年は FAO の Food Balannce Sheet の




83,263 170,831 88,800 370,000 1 人当り穀物消費量×人口 
総 穀 物 消 費 量
(万㌧) 
254,094 458,800  
（ 小 麦 ･ 飼 料 穀
物･米） 
(183,520) (183,000)
総 穀 物 生 産 量 
(万㌧) 
256,928 256,000
USDA データ、2025 年は図 2-1 から試算、
他の穀物を含め 140％であるとして 
穀 物 過 不 足 量 
(万㌧) 





                       表２－２ 食料安定供給に関わる時期別展開シナリオ 
  先進国での過剰基調・生産調整  食料在庫減少  世界人口の増加                        国際食料価格高騰   
  一部途上国での飢餓      ↓         価格上昇気味     +           大幅な穀物需要増     生産国での食料禁輸   
国際食料市場   国際価格上昇     ながらも  途上国の所得増         ↓                    ↓   
   食料需給に変調の兆し      ↓         世界食料需給       ↓          世界食料需給の破綻   食料確保で国際紛争   
    └→米･ＥＵで生産調整の廃止･緩和  生産調整解除     は均衡  畜産物消費増                          一部国地域でパニック   
                         WTOの下  引 担い手喪失  依然として農業の担い手不足   
  農業の担い手喪失        農産物の  続 放棄地増加  食料輸入増加     拡大するFTA→東･東南アジアから農業労働力受け入れ   
国内食料供給     耕作放棄地の増加      市場開放  き  米消費減少    自給率低下            成長する農業生産法人が雇用←┘   
  ４割強の             極めて低い     米生産調整は依然継続  依然として農地の“分散錯圃”が解消されず、放棄地解消ならず   
   水稲の生産調整      食料自給率  農業生産法人の生産シェア拡大  耕作放棄農地の復元で巨額の財政支出   
    国内農業の回復が見通せないまま、   
  世界的な食料供給過剰基調の下での  食料国際価格は上昇するが  また、外交手段を駆使して輸入先を躍起に探し求めるが、   
国内食料需給      大量の食料輸入に支えられた     潤沢な外貨蓄積を使って      「食料安定供給」の展望が明らかにならず   
          底の浅い「食料安定供給」  やはり輸入依存の  戦後の食料難時代を彷彿させるような事態が出現する可能性   
    やや不安な「食料安定供給」  他方、強制的な供出も課せられず、食料の均等配分もままならず   
  第１世代遺伝子組換え作物の実用化    第２世代遺伝子組換え作物の実用化    農業生産工程でロボットの利用   
    └→ただし安全性で消費者反発    照射含め､輸送･貯蔵技術の発展      地球環境の悪化に伴う農業生産条件変化への対応技術   
科学技術展望  有機･環境保全型農業の萌芽    環境保全型農業への注目拡大       資源循環型｢農業｣の論理、資源浪費型｢工業｣を超克   
  自動制御型施設園芸の実用化    自動制御型施設園芸の定着         多単収で連作可能な水田稲作の再評価   
  牛肉トレーサビリティの発足    食品トレーサビリティの普及       機能性食品･サプリメントの一般化   
 
                    これまで                現 在                         10年後                       20年後                       30年後 
                                               2005                            2015                          2025                          2035 
 
   注：第１世代遺伝子組換え作物とは、病害虫抵抗性、除草剤耐性など、農業生産者の栽培簡略化や生産のコストダウンが目的として、開発された組換え作物。 




2) 中長期の農業・食料関連に関わる科学技術の展望  














































(2) 農地の保全管理  
























































り低めの結果となっている」として、たとえば、中国の１人当たり GDP について、ADB(1997)では 6.0％であるのに対し、当論
文では 2.5％を、中国のマクロモデルの GDP の成長について、OECD(1997)では 5.6％、WEFA(2000)では 7.1％、日本エ
ネルギー研究書(2000)では 6.9％であるのに対し、当論文では 4.0％と低めに想定していることを挙げている。櫻井（2000）
P27 
［注 2］y＝101.02Ln(x)-494.71  R２＝0.6285  ｙ：1 人当たり総穀物消費量 ｘ：1 人当たり GDP［注 3］農林水産省でも
1998 年に「2025 年における世界の食料需給見通しについて」を発表している８）。それの単純趨勢シナリオによると、１人当
たりの穀物消費量は、先進国で 578kg(1994 年)から 709kg(2025 年)に、開発途上国では 240kg(1994 年)から 289kg(2025




国では 2 億 8,200 万㌧不足するが、先進国の生産剰余によって 2025 年でも、その需給はほぼ均衡するとしている。） 
 このほか、世界の穀物需給を試算したものに、京都大学の辻井博の予測がある。それによると、2020 年の穀物総需要量




１．図 2-1～2-5 のオリジナルは、高橋正郎編著『食料経済－フードシステムからみた食料問題－』理工学社（2005 年２月） 
２．レスター・R・ブラウン、小島慶三訳『飢餓の世紀－食糧不足と人口爆発が世界を襲う－』ダイヤモンド社（1995 年） 
３．桜井紀久「アジア経済の成長ポテンシャル－条件付収束モデルによる成長展望－」(財)中央電力研究所「電力中央研
究所報告(経営)」Y00007（2000 年 12 月）       
４．農林水産省「諸外国における生産調整に関連する制度の概要」食糧庁「生産調整に関する研究会」（2002 年６月開催）
資料  
５．高橋正郎「Ⅲまとめ(調査結果の評価)」全国農業会議所「平成 14 年度 民間企業等の農業法人への出資状況等の事
例調査事業報告書 Ⅰ.事例調査編」(2002 年) 
６ ． ( 社 ) 農 林 水 産 先 端 技 術 産 業 振 興 セ ン タ ー  「 バ イ テ ク 用 語 集 」            
http://www.biotech-house.jp/glossary/glos_129.html 
７．農林水産省「不測時の食料安全保障マニュアル」（2002 年 3 月） 


















































































































































































































































阪神・淡路大震災を教訓として、全国にわたる総合的な地震防災対策を推進するため、平成 7 年 7 月
に地震防災対策特別措置法が制定された。同法に基づき、地震に関する調査研究の責任体制を明確に
し、一元的に推進するため、政府の特別の機関として、地震調査研究推進本部が総理府に設置（現在：














が整備を担当した全国強震ネットワーク（K-NET）がある。これは、全国を約 25km メッシュで覆う約 1,000








の一部が利用されており、全国で 3,300 点を超える震度情報ネットワークが構築されている。 




























































































































  ２０１５年頃 
 


































































































































 図１に、環境と安全を軸として考えられる，今後 30 年間のロードマップを示す。環境における窒素酸化




















境問題があるが、今後 10 年程度で都市環境問題は大きく前進すると予想する。2015 年以降の課題とし










































































































































































































































9 地球温暖化防止のための国際協力の推進（CDM の効果的運用など） 
9 先進的な予防安全技術としての部分自動、全自動運転の推進 
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■ 自動車保有台数:　 　 7,733万台
・ 乗用車: 71.0% 　 ・ トラック: 22.4%
・ バ ス:   0.3% 　 ・ 特種車: 2.2%
・ 二輪車: 4.1%
■ 貨物輸送のトラック輸送依存割合:　　　 55%
■ 旅客輸送( 人km）の自動車依存割合: 67%
■ 自動車関連の就業人口割合:      8.1%













































■ 基本性能　　 　 燃費・効率／車両性能／信頼耐久性








　　　　　 　 　 ユーザーの負担　 助成／減税／課税































































































































































































































































































































































   
































































































































































ョンによる最尤法 （Simulated Maximum Likelihood Method; 以下、略して、SML）と呼ばれる。もう一つは、
マルコフ連鎖モンテカルロ （Markov Chain Monte Carlo; 以下、略して、MCMC）法を用いたベイズ推定
















































































































































































































































































































































































































































肉腫などの腫瘍の長期生存率は現在 10～15%、造血幹細胞移植を併用しても 30 数%であるが、これらの
生存率が現在の平均的生存率並になることにより、必要な薬剤が利用可能となってから 10 年～15 年の
期間で、全体としての生存率が 70%から 80～90%程度の上昇することが期待される。 
 しかし、このような治療戦略が、近い将来小児のがんの治療の主流になるためには、小児医療を取り巻




























合の約 4.2 倍になるというように、明らかに子どもの交通事故死を減少させることが示されており、平成 
12 年からはその装着が義務化されているが、現実の装着率は平成 14 年度の 51.7% に対し、平成
15 年度は52.4% と、依然として半数止まりの状態が続いている。更に、装着の仕方にも問題があり、装
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並に巨大であり、また DNA sequence と同様に過去の諸々の経緯を抱え込んでおり, 用途不明の J


































ソフトウェア欠陥による年間損失は年間 598 億ドル(GDPの 0.6%)と報告されている。日本のソフトの品質





日本の IT 産業の GDP は大凡 69 兆円であり、総 GDP の約 12%を占めている(2001 年 付属資
料 10-12)。ソフトウェアの開発規模は、コンピュータソフト:約 5.5 兆円、ゲームソフト:約 0.3 兆円、
組込みソフト:約 2 兆円、その他(専用ソフト等):数兆円である。特に、ソフト開発は広大な産業を支
えている。例えば開発規模 2 兆円の組込みソフトは、生産高約 50 兆円の情報家電などの組込みシ
ステムを支えている。 
 
（４）IT 投資と経済成長(付属資料 P.13-15) 
  各国とも IT 投資が経済成長を引っ張っている。(付属資料 13,14) 
  米国では、GDP で 8%の IT 産業が経済成長率への貢献では全体の 30%(2.84%の内 0.88%)を占めて
おり、IT が経済成長を引っ張っている。特にソフトウェア投資の伸びが大きい (1987 年:$28B, 1995:$8
2B, 1999:$149B)。米国における生産性の伸びは、IT 利用産業が 1.1～2.3%, IT 非利用産業が -0.8
5～0.63% と報告されている。 
  日本では情報通信産業の成長率が年率約 9%、なかでもソフトウェア分野の成長率は 12.7%であった
 本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 787
(1995-2001 年平均)。一般産業の年率 0.5%より格段に高い。この期間の日本の経済成長率は 1.2%で、
このうち 0.9%は情報通信の寄与である。このように景気低迷期において、情報通信産業は景気の下支
えをしてきた。また、情報通信産業の投資:30.9 兆円は、51 兆円の生産を誘発し、203 万人の雇用を生
み出した。その内、ソフトウェア投資 (8.4 兆円)は、14 兆円の生産を誘発し、73 万人の雇用を生み出し
た(1995～2001 年 付属資料 13)。 
 道路投資と通信投資を比較すると、日米の際立った違いを思い知らされる。米国は情報通信投資が
道路投資を超えて拡大しているのに、日本では道路投資が依然として情報通信よりも格段に大きい。
(Cf. 付属資料 15) 
 
（５）日米の研究開発戦略(付属資料 16-19) 
 米国は、国全体の R&D の方向づけ・研究戦略を立案し、政府の研究投資により基礎的・継続的な研
究を行っている。『米国の現在の好景気は、1960-80 年代の政府投資による研究開発の成果である』
(クリントン前大統領)。米国政府の IT 研究投資は、1991 年の$489M(約 540 億円)から 2003 年には$18
89M(約 2100 億円)と約 4 倍に増加している。ソフトウェアの生産性・信頼性向上を目標とする SDP(Soft
ware Design and Productivity)計画だけでも、2003 年の予算は約 220 億円である。(付属資料 16-18) 
  日本政府の今までの IT 研究投資は散発的・その場的で、産業化に結びつけるには不十分であった。
一方、最近の経済状況から、日本企業は継続的な基礎研究を行う余裕が無くなっている。 
  次にIT分野の研究資金(政府)と研究者数を比べてみる。研究者数の日米比較では、大学研究者数
で 2.6 千人: 2.7 万人、国立研究所研究者数では 1 千人: 3 万人と 1 桁の違いがある。政府の研究資
金供給額では、大学宛が 2800 億円:2 兆 6400 億円、企業宛では 4200 億円:2 兆 2100 億円と、圧倒的
に米国が高い。長期的・ハイリスクな研究の推進は政府の役目であり、日本は格段の強化が必要であ
る。(付属資料 19) 
 EU では FP6 IST(Information Society Technologies)、FET(Future and Emerging Technologies)な










  かつての日本は、唯一米国に伍して優れた大型コンピュータ用 OS を開発した。また、製鋼プロセス
制御システム、最初の電子交換プログラムなどの専用システムも世界トップレベルにあった。優れた汎
用ソフトウェアもあったが、普及化がうまくいっていない。このように、日本人のソフトウェア能力は高い


















 15 世紀に経済成長の余得としてルネッサンスが華開いたように、21 世紀は技術革新の余得として安心・












（１）ビジネスと IT(付属資料 26) 
 知識連携による新型産業が経済発展や効率化の鍵を握る。例えば、以下が考えられる。 
¾ 物流  リアルタイムの在庫・移送管理, IFRD の活用 
¾ 交通   最適経路制御による無駄の排除、自律制御・事故防止、航空管制 
¾ 食     IT 化農場、Bioinformatics 応用 Trace 可能安全食品 
¾ 行政   公平な社会へ、行政の効率化・隅々化 
¾ 保険・福祉  バリアフリー、センサーネット、遠隔治療、Digital Divide 克服 
¾ 教育・文化  臨場感ある情報の発信と受信、文化 Community の形成 
 本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 789













一般の人々は、生産性向上、テレワーク、e-Business, e-Learning などにより、余暇時間が増え Qu
































































 (a) 安心・安全のための情報ライフラインシステム 
¾ 広域災害時用情報インフラ、災害予防の全域連携型自律センサーネット 
¾ 次世代 ITS システム 
¾ 協調型ロボット 






















〇 戦闘機 F-22 では、ソフトウェアの助けなしに出来る事は写真をとる事位。
商品の付加価値、差別化を与えているのはソフトウェア
軍用機におけるソフトウェア提供機能の割合











F-4 (1960) A-7 (1964) F-111 (1970) F-15 (1975) F-16 (1982) B-2 (1990) F-22 (2000)
ソフトウェアによって提供される機能の割合 (%)
〇 今後の自動車の技術革新の ９ 割はソフトウェアとエレクトロニクスによる。
〇 今後の高級車のコストの 4割は、ソフトウェアとエレクトロニクス。























































































































を作り出している ??  (G, Booch, IBM Software development conference 2004)












3000万行2002Linux (Red hat 7.1)







1650万行1996MS Windows NT 4.0











































$750K .. $1.5M (12人×9ｹ
月程度)
$1.5M .. $3M   (25人×1年
程度)
$3M .. $6M   (40人×1.5年
程度)
$6M .. $10M   (250人×2年
程度)















日本のシステム開発プロジェクトの成功率 (出典: 日経コンピュータ 2003・11・17)
¾予定通りの品質でシステムが完成---- 46.4 %
¾予定通りの納期で完成 ------------- 54.9 %
¾予定通りのコストで完成 ------------ 76.2 %



























z IT産業の粗付加価値額 (≒GDP) は 約 68.8兆円で、
総GDPの約 12.3%を占める。
z 経済成長率への寄与では、IT産業は全体の成長率
(0.5%) に対し 12.3 % と高く、経済の下支えをしている。
z IT産業は、約 203万人の雇用を産み出した。その内、
コンピュータソフトウェアだけでも 73 万人の雇用創出。




 コンピュータソフトウェアは 約 5.5兆円、成長率
は 12.7%。






 組込みソフトウェアは約 2兆円(開発規模) 、これ
が50兆円の組込みシステムを支えている。
その他の産業も数兆円に及ぶと思われる。












z IT産業のGDPは約 $872 B (約96兆円)で、総GDPの
約 8%を占める。
z 経済成長率への寄与では、IT産業は全体の成長率






全産業: 約 $10900B (100%)
成長率 2.9%
IT産業: 約$872B (8%)
(出典:  USA商務省 Digital Economy 2003)











¾ 粗付加価値額(≒GDP)で計って、情報通信産業は全産業の 12.3% を占めている
¾ 平均成長率(1995-2001)は、一般産業の 0.5% に対し、情報通信産業は年率 9% と高く、経済の下支えをしている。
¾ コンピュータソフトウェアの成長率は、年率 12.7% と高い。
¾ ソフトウェア全体 (組込み用ソフトウェア・専用ソフトウェア・情報産業以外で作られるソフトウェア等を含めたもの)   
は、十数兆円になると思われる。













































¾ 情報通信関連投資 (31兆円)は、生産誘発 51兆円、粗付加価値誘発 26兆円、雇用者誘発 203万人の効果
¾ ソフトウェア投資 (8.4兆円)は、生産誘発 14兆円、粗付加価値誘発 8.1兆円、雇用者誘発 73万人の効果




























































































– Scalable Information Infrastructure
– High-end Computing
– Socioeconomic Impact
– Management and Implementation of Federal Information Technology
 PITAC報告を受けて、NITRD (NW and IT Research and Development) に、




































1991 1993 1995 1997 1999 2001 2003
米国政府のIT研究費の推移
National Cordination Office for NITR D
NITRDの2003年予算














NSF 283.5 102.4 50.1 132.2 45.8 64.8 679
NIH 97.1 117.5 3 .7 90.8 5.8 11.8 327
DARPA 98.7 29.2 0 53.5 60 0 223
NASA 94.4 4.5 43.3 23.8 40 7 213
DOE/Scienc
e 137.8 28.1 0 16.4 0 3.5 186
DOC/NNSA 80.9 14.7 0 0 34.2 4 .3 134
Ot her 54.1 20.6 31.1 10.5 10.9 0 127
合計 836.5 317 128.2 309.2 196.7 91.4 1889
(単位: $M)












































0 5000 10000 15000 20000 25 000 300 00
億円  (1M$=1億円で換算)
政府 -> 企業
















































計算機ソフト 計算機ハード 通信 半導体 電気機器 バイオテクノロジー




















































































































































































































































































































































































































































































　鶴保　征城　　　IPA Software Engineering Center所長　
　　鳥居　宏次　　奈良先端科学技術大学院大学・学長　
　 西尾　章治郎 大阪大学・教授　　　　　　　
　 二村 良彦 早稲田大学・教授　　　　　　
　 松岡　聡 東京工業大学・教授　　　　　
　 丸山　勝巳 国立情報学研究所・教授　 　
　 湯浅　太一 京都大学・教授　　　　　　　　
　 米澤　明憲 東大理学部・教授　 　 　　　
　Michael Cusumano   MIT 教授 (一ツ橋大学客員教授)









　 関 　隆明 ＮＥＣソフト・社長　
　　瀧浪　壽太郎　　電通国際情報サービス・社長　
　　富野　壽　　　　 構造計画研究所・会長



























































て確認できなかったという、所謂「生産性パラドックス」問題があったが、これは 1999 年の GDP 統計の改
訂により解消された。この GDP 統計の改訂は二つの重要な変更があり、第一に従来は中間投入として




における労働生産性の伸び率は、1972-95 年は年率 1.4%だったものが、1995-99 年は同 2.8%となったと
いうのである。さらに「Digital Economy 2002」は、2001 年の景気後退期にも労働生産性は 1.9%の伸び率
で、米国経済全体が情報技術投資のメリットを享受していると述べている。 




























































































規模化に起因するトラブルも増えている。たとえば、英国の Child Support Agency における４億 5600 万
ポンドプロジェクトは、開始後１年でキャンセルされてしまったし、Microsoft の Windows XP の後継 OS、
 本資料の複製・転載・引用には承認が必要です。 813
Longhorn は当初2004年発売予定であったが、2006年以降の発売と発表され、しかも当初予定された多




ますます増加する。たとえば、2004 年９月 14 日に航空管制システムのトラブルにより、南カリフォルニア地
区の航空管制は中断され、多数の航空機が飛行を断念することになった。米国 National Institute of 













































































き換えられ、高度の金型設計・製作も CAD と CIM によりアルバイトでもできるようになった。銀行業務も、
数次にわたるシステム化で、窓口業務や科目間処理も機械化されて、女子一般職のスキルがディジタル
化された。 





 情報技術資本は、高学歴労働に対して補完的である。たとえば、ERP (Enterprise Resource Planning：













































































































































































































































































































































































































































































MIT Media Lab.や ATR 知能映像通信研究所（平成 13 年に終了）などである。 
②展示会、美術館 

































（International Conference on Entertainment）が創設され活発に活動している。また IT に関する国際的組










































































































































































































































































































































































































































































 タイトル 作成者（敬称略） 
 植物を利用した再生可能な材料の開発技術 科学技術政策研究所 主任研究官 
伊藤 裕子 
第１版 情報通信の高度化 科学技術政策研究所 主任研究官 
藤井 章博 
 半導体デバイスの発展と社会への貢献 科学技術政策研究所 上席研究官 
奥和田 久美 
 【基礎科学分野】幾何学 慶應義塾大学 理工学部数理科学科 
助教授 森吉 仁志 
第２版 【技術分野】画像センシング技術 産業技術総合研究所 主任研究員 
大場 光太郎 
 【社会基盤分野】社会基盤ストックのメンテナンス 東京大学 生産技術研究所 
講師 加藤佳孝 
























































 生産技術としては、2005 年には、面積あたりの作物の生産量の改善が着手され、2010 年には、インフォ
マティックスの農業への利用により1998年に比べて作物の生産量を２倍に増大するシステムを確立する。
2020 年には、作物の生産量が増大したため、化石燃料使用から生じる過剰な CO2 の固定が可能にな
る。 
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     → 植物代謝経路に関連する遺伝子調節と制御の研究を組織的に行うことで、 
イネ成分を原料とした新しいプラスチック材料を世界に先駆けて開発可能。 
  例２、バイオインフォマティックスの基礎研究 


























ゲノム、酵素   産出量、コスト  経済、    経済、新規利用   価格、市場 
代謝       新規作物     物質変換、                  
                  バイオ触媒     
 
 



































































































































































































至近の約 40 年を見てみると(図２)、 
現在用いられている基本的なデバイス構造、 












































図２ 過去40年の経緯  



























a. 少なくとも以下の２つは変わらない。      
 ＊ シリコンウエハの上に形成される半導体デバイスが主流を占める。 
  ＊ CMOS 構造を持つデバイスが核となる（新材料・新構造を含めて）。 
b. 緊急課題として、微細化技術より低消費電力化技術が優先される。 
c. 標準化’と‘カスタム化’の波は、カスタム化へ向かう。 
  ＊(現在盛んな)SoC の研究トレンドは 2007 年頃に一段落し、次は HW/SW 協調設計。 
d. 先導的な微細化研究：ゲート長 <10 nm に達するのは 2010 ～16 年  
      （あるいは、これに相当する性能を発揮する技術が開発されることを含む)   
e. d を実現するために、  
＊ロードマップ上の未解決課題の克服（新材料・新プロセス・新構造の導入が必要）               















Ubiquitous World is coming !
Source:MPHPT
図４ 現行の半導体デバイス研究の延長で貢献しうる社会
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という 3 つの観点から論じる。 
（１）既存数学理論の進展および数学予想（未解決問題）の解決 
クレイ研究所が掲げる 21 世紀における数学の主要研究テーマ（Millennium Prize）の中で、3 次元ポア
ンカレ予想、ヤン・ミルズ理論に関する研究が進展する。2005 年ごろには 20 世紀初頭からの懸案で
あった 3 次元ポアンカレ予想が、現在進展しているペレルマンの研究により解決される。同時にサー
ストン幾何予想も解決され、2005 年以降に双曲多様体に関する研究が進展する。この成果を基礎に
2015 年ごろまで 3 次元トポロジーにおける成果が続出し、低次元トポロジーは大きく発展する。これに
続きシンプレクティック多様体の理論を踏まえて、2010 年以降 4 次元以上の高次元多様体に関する
具体的研究が活発となる。またヤン・ミルズ理論においては、弦理論の母理論としての M 理論の研究
が進展し、2015 年ごろまでに M 理論の有効性に関する検証が終わる。これに呼応し、また活発となる














































図表 1 非可換幾何学の枠組が影響を及ぼす分野 


















































































































































































2005 2015 2025 
year 
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【社会基盤分野】社会基盤ストックのメンテナンス 
 











○2015 年の予測をするように仕様書で指示してあるが、予測のレンジが 2015 年までであっては 2015
年の予測の有効性に疑問が残る。仕様書では 2030 年くらいまでを見通した上で、2015 年の記述を
するという点を強調すべきである。 
（仕様書の変更）30 年程度のレンジで見通した上で、2015 年の状況について記述するよう強調する。 
 
１．現状分析 
 国土交通白書によると，国土交通省所管の社会資本ストック量は，1950 年には約 8 兆円であったのが，
2001 年に約 405 兆円となり，約 50 倍のストックを抱えている状況にある。また，ストック量をベースに単純
に予測された 2025 年における維持管理および更新費用は，約 10 兆円と試算されている。今後，約 10
年間は約 1500 億円／年のペースで維持管理・更新費用への投資の増額が必要となり（2001 年度の維持
管理・更新費用は約 4.1 兆円），さらに，約 15 年後（2018 年頃）からは高度経済成長期に急速に整備さ


























































（GIS，RS ベース），アメダス等の環境情報と CFD 解析等の数値シミュレーションを統合化することにより，















加した手法として 2015 年頃には完成される。 






















図 1 社会基盤ストックのメンテナンスにおける技術開発のロードマップ 
 
３．日本のアクション 
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【社会科学分野】経済政策研究と政策の interaction 
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資料２：発展シナリオ作成者推薦依頼団体リスト（第１次）      （順不同） 
 
 













































国立科学博物館 産業技術史資料情報センター  
（独）国立環境研究所  
国立教育政策研究所  
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発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 





























































































・ 実現は Si-LSI 技術で可能か、置き換わるとすればどの技術の可能性が高いか 
・ 光、磁性、バイオなどが、またはナノテクノロジーが革新的素材・技術として寄与できる可能性はある
か 














































































































・  現在までの科学技術で実現できるものとできないものはなにか 





・  これらが進展したときに、その恩恵を受けるものはなにか 
・  高度科学技術計算(High Performance Computing)の発展にどのように影響するか、 など 
 




















































































































































・ 省エネルギー製品の開発・普及 など 
 
発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 
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発展シナリオテーマ 関連する注目領域等 













































































































分野 シナリオテーマのタイトル ① ② ③ ④
科学技術の 科学技術進化モデルの再構築 18 38 63 5
一般課題 学協会の意味と活動のあり方 22 52 85 8
基礎科学 数学の研究発展と数学教育 15 12 18 4
ライフサ 長寿社会に対応する再生医療 13 26 47 1
イエンス ナノバイオ技術を利用した創薬 21 30 51 2
 個人のニーズに対応する新規医療 11 24 41 4
 低侵襲生体計測技術と低侵襲医療 9 23 41 2
 脳科学に基づく認知と情動神経機構の統合的理解 14 25 45 0
 感覚補綴（ほてつ）技術 13 13 23 1
情報通信 五感を活用するコミュニケーション 13 20 34 1
 超大容量情報処理デバイス 13 21 39 2
 情報通信システムにおける超低消費電力技術 18 19 33 0
 超高速大容量ネットワーク 18 30 51 2
 生活支援ロボティクス 22 29 52 4
 ヒューマノイド（人型ロボット）技術 8 21 36 2
 ＧＰＳ技術による情報サービス 22 39 70 2
 ソフトウェアエンジニアリング 6 15 23 3
環境 低エミッション都市 20 30 47 4
 環境観測 14 38 66 6
エネルギー 燃料電池開発と社会への普及 16 26 44 3
製造技術 容易に真似の出来ない設計・製造技術 8 12 19 1
 超多品種少量自動生産システム 10 12 20 0
社会基盤 社会インフラの再生と維持管理 22 30 49 5
フロンティア 地球深部探査 14 20 38 0
安全・安心 食料安定供給 14 24 37 7
な社会のた 
めの技術 
災害後の復旧 14 28 47 4
産業・社会 金融におけるリスク管理 8 9 18 0
 経済変動の予測技術 11 8 14 0
 少子社会における「次世代」の心身健全育成 9 27 51 1
合計  416 701 1202 74
注：候補者数は重複を含むため、図表 3-2 の数とは一致しない。 





分野 シナリオテーマのタイトル ① ② ③ ④
科学技術の 
一般課題 
科学技術人材の育成と処遇 12 36 47 11
基礎科学 基礎科学の位置付け 14 25 34 6
 宇宙科学 13 15 26 3
ライフサ 疾病構造の変化と医療 8 21 32 2
イエンス 予防医学とリンクした食品科学 16 23 38 3
 生命科学の学際的発展 18 30 51 2
情報通信 情報技術による生物模倣 8 17 31 1
 量子情報技術 5 12 19 0
 情報通信環境 5 22 30 5
環境 環境問題解決のための科学技術指標 8 32 50 4
 環境修復技術 15 32 52 5
ナノテク・ 計算機シミュレーションによる材料設計 16 17 28 1
材料 計測技術 19 30 55 2
エネルギー 省エネルギー 8 22 37 0




自動車社会 7 11 14 4
産業・社会 情報投資による効率向上 5 12 18 1
 科学技術におけるアジアの多様性と融合 8 24 36 7
 芸術・文化・遊びと科学技術 9 13 18 2
合計  211 418 656 61
注：候補者数は重複を含むため、図表 3-2 の数とは一致しない。 
 
  







桑原 輝隆 科学技術動向研究センター長 
(取りまとめ) 
奥和田久美 科学技術動向研究センター上席研究官 
伊藤 裕子 科学技術動向研究センター主任研究官 
藤井 章博 科学技術動向研究センター主任研究官 
 (概要作成・報告書作成等担当) 
伊神 正貫 科学技術動向研究センター研究員 
伊藤 裕子 科学技術動向研究センター主任研究官（再掲） 
今田 順 科学技術動向研究センター特別研究員 
奥和田久美 科学技術動向研究センター上席研究官（再掲） 
小松 裕司 科学技術動向研究センター特別研究員 
牧山 康志 第２調査研究グループ主任研究官 
辻野 照久 科学技術動向研究センター特別研究員 
福島 宏和 科学技術動向研究センター特別研究員 
藤井 章博 科学技術動向研究センター主任研究官（再掲） 
横田 慎二 科学技術動向研究センター主任研究官 
 (調査補助) 
香月 理恵子 科学技術動向研究センター事務補助員 
坂本 馨         科学技術動向研究センター事務補助員 




菊田 隆         主席研究員 
佐脇 政孝 主席研究員 
高橋 寿征 研究員 
 
